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令和元年６月19日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正

予算(第１号)

○議案第９号 宮崎県森林環境譲与税基金条例

○議案第16号 宮崎県再生可能エネルギー等導

入推進計画の策定及び宮崎県新

エネルギービジョンの廃止につ

いて

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・平成30年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

・平成30年度宮崎県事故繰越し繰越計算書（別

紙４）

○環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査

○その他報告事項

・宮崎県気候変動適応センターの設置について

・平成30年度「大気、水質等の測定結果」につ

いて

・光化学オキシダント注意報の発令について

・令和元年度海水浴場水質調査結果について

・川内川水系河川白濁に係る水質改善対策等に

ついて

・下刈等森林作業省力化実証事業について

・農畜水産物の輸出拡大に向けた取組方針の概

要について

・平成30年度の農畜水産物の輸出実績について

・農地中間管理事業の実施状況等について

・新規就農者の確保・育成の状況について

・防災重点ため池の再選定について

出席委員（８人）

委 員 長 野 﨑 幸 士

副 委 員 長 図 師 博 規

委 員 星 原 透

委 員 横 田 照 夫

委 員 山 下 寿

委 員 佐 藤 雅 洋

委 員 太 田 清 海

委 員 井 上 紀代子

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 佐 野 詔 藏

環境森林部次長
松 田 広 一

（ 総 括 ）

環境森林部次長
廣 津 和 夫

（ 技 術 担 当 ）

環 境 森 林 課 長 川 口 泰 夫

みやざきの森林
黒 木 逸 郎

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 冨 山 典 孝

循環社会推進課長 蕪 美知保

自 然 環 境 課 長 田 原 博 美

自 然 公 園 室 長 藤 本 英 博

森 林 経 営 課 長 濱 砂 正 則

山村･木材振興課長 橘 木 秀 利

み や ざ き ス ギ
有 山 隆 史

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 日 髙 和 孝

木 材 利 用 技 術
美 戸 司

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 木 嶋 誠

令和元年６月19日(水)
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農政水産部

農 政 水 産 部 長 坊 薗 正 恒

農政水産部次長
河 野 譲 二

（ 総 括 ）

農政水産部次長
大久津 浩

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
毛 良 明 夫

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 花 田 広

農 政 企 画 課 長 鈴 木 豪

中山間農業振興室長 小 倉 久 典

農業連携推進課長 愛 甲 一 郎

みやざきブランド
東 洋一郎

推 進 室 長

農業経営支援課長 日 髙 義 幸

農業改良対策監 坂 本 美奈子

農業担い手対策室長 戸 髙 朗

農 産 園 芸 課 長 菓子野 利 浩

農 村 計 画 課 長 小 野 正 寛

畑かん営農推進室長 酒 匂 芳 洋

農 村 整 備 課 長 盛 永 美喜男

水 産 政 策 課 長 福 井 真 吾

漁業･資源管理室長 林 田 秀 一

漁 村 振 興 課 長 外 山 秀 樹

漁港漁場整備室長 鈴 木 宣 生

畜 産 振 興 課 長 谷之木 精 悟

家畜防疫対策課長 三 浦 博 幸

工 事 検 査 監 中 山 俊 行

総合農業試験場長 甲 斐 典 男

県立農業大学校長 山 本 泰 嗣

水 産 試 験 場 長 田 中 宏 明

畜 産 試 験 場 長 德 留 英 裕

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 前 野 陽 子

議事課主任主事 渡 邊 大 介

○野﨑委員長 ただいまから環境農林水産常任

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。お

手元に配付いたしました日程案のとおり行うこ

ととしてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時３分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○佐野環境森林部長 おはようございます。環

境森林部でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

説明に先立ちまして、一言お礼を申し上げた

いと思います。

先月、５月31日に開催されました第64回宮崎

県乾しいたけ品評会表彰式におきましては、来

賓として丸山議長、野﨑委員長に御出席いただ

きました。県内乾しいたけ生産者の生産意欲の

高揚につながりました。この場をおかりして、

厚く御礼を申し上げます。私どもとしても、引

き続き乾しいたけの振興に力を入れてまいりた

いと考えております。本当にありがとうござい

ました。

それでは、座って説明をさせていただきます。

お手元に配付しております環境農林水産常任

委員会資料の表紙をごらんいただきたいと思い

令和元年６月19日(水)
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令和元年６月19日(水)

ます。

本日の説明事項は、提出議案が３件、報告事

項が２件、その他報告事項が６件であります。

まず１の予算議案といたしまして、議案第１

号「令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第１

号）」についてであります。

次に、２の特別議案といたしまして、議案第

９号「宮崎県森林環境譲与税基金条例」及び議

案第16号「宮崎県再生可能エネルギー等導入推

進計画の策定及び宮崎県新エネルギービジョン

の廃止について」御説明いたします。

次に、３の報告事項は、平成30年度繰越明許

費及び平成30年度事故繰越につきまして、御報

告するものであります。

４のその他報告事項につきましては、今年度

設置を予定しております宮崎県気候変動適応セ

ンターの設置についてなど、６項目を御報告い

たします。

それでは、まず１の予算議案について、私の

ほうで概要を御説明いたします。

１ページをお開きいただきたいと思います。

１の歳出予算集計表についてであります。こ

の表は、議案第１号に関する歳出予算を課別に

集計したものであります。

今回の補正につきましては、今年度から県に

譲与されます森林環境譲与税につきまして基金

を設置するための経費や、昨年、国が閣議決定

いたしました防災・減災、国土強靱化のための

３か年緊急対策に基づく交付金等を活用し、山

地治山事業や森林整備事業などを推進するため

の経費、また林業担い手対策基金や宮崎県人口

減少対策基金を活用し、林業就業者の確保・定

着化、山村地域の活性化を推進するための経費

をお願いするものであります。

今回の補正では、一般会計で表の中ほど、補

正額のＢ列の小計の欄にございますように、16

億6,811万6,000円の増額をお願いしておりまし

て、補正後の一般会計予算額は、その右側、補

正後の額のＣの列の小計にありますとおり、233

億3,754万8,000円となります。この結果、補正

後の予算額は、一般会計と特別会計を合わせま

して、補正後の額のＣの列の一番下、合計欄に

ありますとおり、246億179万円となります。

次に、２ページをお開きください。

令和元年度環境森林部の重点推進事業につい

てであります。これは、このたびの宮崎県総合

計画及びアクションプランの変更に伴いまして、

本年度の環境森林部の重点事業について、アク

ションプランに沿って整理したものであります。

５つのプログラムのうち、環境森林部に関連す

る４つのプログラムについて、主な事業を掲載

したものであります。詳しくは、また後ほどご

らんいただければと思います。

私からの説明は以上でありますが、各説明事

項の詳細につきましては、それぞれの担当課長

が御説明いたします。どうぞよろしくお願いい

たします。

○川口環境森林課長 環境森林課の補正予算に

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の39ページをお開

きください。

環境森林課の６月補正額は、左から２列目、

補正額の欄にありますように、一般会計で１

億1,600万円の増額であります。この結果、補正

後の予算額は、右から３列目にありますように、

一般会計、特別会計合わせまして、37億2,508

万5,000円となります。

次の41ページをお開きください。

（事項）森林環境譲与税基金積立金１億1,600

万円の増額であります。補正の内容につきまし
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ては、別冊の常任委員会資料で説明させていた

だきますが、今回、特別議案として提案してお

ります議案第９号「宮崎県森林環境譲与税基金

条例」との関係がありますので、資料は前後い

たしますが、初めに森林環境税及び森林環境譲

与税の概要と基金条例について、その次に補正

予算の基金積立金について説明させていただき

ます。

それでは、委員会資料の12ページをお開きく

ださい。

森林環境税及び森林環境譲与税は、地球温暖

化や災害の防止など公益的機能を有する森林整

備のための費用を国民が広く負担する仕組みと

して、今般、国において創設されたものであり

ます。

森林環境税につきましては、（２）にあります

とおり、令和６年度から個人住民税の徴収に合

わせて、年額1,000円が徴収されることとなって

おり、税収は約600億円の見込みとなっておりま

す。

また、森林環境譲与税につきましては、（３）

にありますとおり、森林経営管理制度の円滑な

推進を図るため、今年度から県及び市町村に譲

与されることとなっており、各県への配分につ

いては、④の譲与基準に基づき行われることと

なっております。

今年度の譲与見込み額は、推計になりますが、

⑤の上段にありますように、県内市町村全体で

４億6,300万円、県で１億1,600万円、合計で５

億7,900万円となっております。

また、その下にありますように、令和15年度

には、県内市町村全体で15億6,300万円、県で１

億7,400万円、合計で17億3,700万円となってお

ります。

次に、⑥の譲与税の使途でありますが、法律

に明記されておりまして、市町村においては森

林の整備、人材育成や木材利用などの森林整備

の促進に資する施策を、県においては市町村の

支援や森林の整備の促進に資する施策を行うこ

ととされております。

それでは、左側の11ページをごらんください。

議案第９号「宮崎県森林環境譲与税基金条例」

についてであります。

ただいま御説明しましたように、譲与税は、

法律により使途が限定されておりますことから、

歳入・歳出を明確にし、適切に管理するため、

基金を設置することとし、地方自治法の規定に

基づき、基金を創設する条例を制定するもので

あります。

基金に積み立てる額は、県に譲与された額と

し、予算で定めることとしており、基金の処分

については、森林整備等を実施する市町村の支

援、森林整備の促進に要する費用の財源に充て

る場合に限り処分できるものとしております。

また、施行期日は公布の日としております。

続きまして、資料の５ページをお開きくださ

い。

森林環境譲与税基金積立金について御説明い

たします。

今年度の県への譲与額は、先ほど御説明いた

しましたとおり１億1,600万円となっており、２

の（１）の予算額にありますように、同額を基

金に積み立てることとしております。

今年度の基金の使途につきましては、右側の

６ページの２の（１）に記載のとおり、①の市

町村が実施する森林整備の支援や、②の人材育

成、木材利用促進等による森林整備の促進等、

７つの事業に充てることとしており、一番下に

ありますように、総事業費１億6,300万円のうち、

譲与税１億800万円を充当する予定であります。
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なお、各年度の積立額につきましては、（２）

にありますように、令和元年度から３年度まで

が１億1,600万円、令和４年度以降は１億7,400

万円と試算しているところであります。

譲与税を基金に積み立て、年度ごとに取り崩

しながら、今後、森林環境譲与税を活用した市

町村の取り組みを支援するとともに、新たな森

林管理システムによる人工林の適切な管理を進

め、林業の成長産業化と森林資源の適正な管理

を図っていきたいと考えております。

宮崎県森林環境譲与税基金条例、森林環境譲

与税基金積立金については、以上であります。

続きまして、委員会資料の13ページをお開き

ください。

議案第16号「宮崎県再生可能エネルギー等導

入推進計画の策定及び宮崎県新エネルギービ

ジョンの廃止」について御説明いたします。

まず、１の策定の考え方についてですが、県

では、平成16年３月に策定し、同25年３月に改

定した宮崎県新エネルギービジョンに基づき、

太陽光発電などの新エネルギーの導入促進に取

り組んでおりますが、国の固定価格買取制度の

効果等もあり、太陽光発電や木質バイオマス発

電については急速に導入が進みました。

しかしながら、近年は、固定価格買取制度に

おける太陽光発電の調達価格の低下や地域との

共生など、新たな課題も発生しております。こ

のような背景を踏まえ、国のエネルギー基本計

画等との整合性を図り、対象とするエネルギー

の範囲を広げ、新たな課題に対応しつつ、その

導入を促進するため、宮崎県新エネルギービジョ

ンを廃止し、新たな計画を策定するものであり

ます。

次に、２の策定経緯についてですが、平成30

年６月の常任委員会で策定趣旨を報告し、有識

者からの意見聴取や県民アンケートを経て、11

月の常任委員会では骨子案を報告いたしました。

さらに、平成31年２月の常任委員会において素

案を報告し、パブリックコメントを経て、今回、

素案と同じ内容ではありますけれども、最終の

案を提案させていただいております。

３の宮崎県再生可能エネルギー等導入推進計

画（案）の概要につきましては、計画書本体で

はなく、右側の14ページの体系表により説明さ

せていただきます。

まず、資料の左上の２の計画期間につきまし

ては、2019年度から2022年度までの４年間とし

ております。

次に、その下のビジョンと書かれた枠内をご

らんください。基本目標を、再生可能エネルギ

ーによる持続的な社会の構築とし、その下の３

つの基本方針、創エネの定着、省エネの定着、

将来にわたり持続可能な社会を実現するための

体制構築のもと、さらにその下にありますよう

に、それぞれの分野別施策を展開していくこと

としております。

この分野別施策のうち、左側の再生可能エネ

ルギー等の導入促進につきましては、１の再エ

ネの導入支援において、太陽光発電では余剰電

力に係る電力会社の買い取り義務が本年11月か

ら順次終了していくことから、余剰電力の自家

消費による利活用や災害に備えた自立分散型エ

ネルギーとして電力の地産地消を推進すること、

また、その下の蓄電池等については、非常時の

電力確保や余剰電力の利活用等のための蓄電池

設置の推進、さらには、２にありますように、

市町村が行う導入可能性調査への支援等を行う

こととしております。

次に、その右側の省エネルギーの推進につき

ましては、１にありますように、事業者向け省
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エネセミナーの開催や優良事業者の表彰、２の

家庭での電気使用量削減に対する取り組みの支

援等により、引き続き省エネを推進することと

しております。

最後に、右側の持続可能な社会づくりのため

の体制の構築につきましては、１の景観や自然

環境に配慮した発電設備の導入推進や、２の太

陽光パネル等の適正処理推進のための指導体制

の構築などに取り組むこととしております。

これらの施策を推進することによりまして、

一番下の導入見込み量の表にありますように、

左側の発電部門では、平成29年度の約211万キロ

ワットに対し、計画の終期の令和４年度には、

約16％増の245万キロワットの設備容量を見込ん

でいるところでございます。

説明は以上でございます。

○田原自然環境課長 それでは、自然環境課の

補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の43ページをお開きくださ

い。

自然環境課の補正額は、左から２列目の補正

額欄にありますように、一般会計で８億3,592

万6,000円の増額をお願いしております。この結

果、補正後の額は、右から３列目にありますよ

うに、47億3,032万2,000円となります。

その内訳でありますが、45ページをお開きく

ださい。

上から５段目の（事項）山地治山事業費で、

６億9,244万6,000円の増額であります。

これは、当初予算で、防災・減災、国土強靱

化分として計上し、国に対して要望していたも

のの、その一部が通常分として内示があったた

めに補正が必要となったもので、荒廃した山地

の復旧や山腹の崩壊、渓流の荒廃等を未然に防

止するために治山施設の新設などを行うもので

あります。

次に、その下の（事項）県単治山事業費で1,000

万円の増額、そして一番下の（事項）県単補助

治山事業費で3,000万円の増額であります。これ

らは、地方自治体が単独事業として実施する防

災インフラの整備を推進するために新たに創設

された緊急自然災害防止対策事業債を活用し、

国庫補助の対象とならない比較的小規模な治山

施設や林地崩壊防止施設の新設などを行うもの

であります。

１枚めくっていただきまして、46ページをご

らんください。

中ほどにある（事項）自然公園等整備事業費

で１億348万円の増額であります。これは、防災

・減災、国土強靱化分として、九州自然歩道霧

島山麓コースなどの登山道や休憩所の整備を行

うものであります。

説明は以上であります。

○濱砂森林経営課長 森林経営課の補正予算に

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の47ページをお開

きください。

森林経営課の補正額は、左から２列目にあり

ますように、６億8,994万円の増額であります。

この結果、補正後の額は、右から３列目にあり

ますように、86億3,100万3,000円となります。

今回の補正予算は、いずれの事業も国庫補助決

定に伴い増額するものであります。

それでは、各事業について御説明いたします。

めくっていただいて、49ページをごらんくだ

さい。

上から５行目の（事項）森林整備事業費です。

補正額は、４億9,300万8,000円の増額でありま

す。これは、防災・減災、国土強靱化対策とし

て、山地災害危険地区の周辺におきまして、再
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造林や間伐等の森林整備を行うものであります。

次の（事項）再造林推進事業費です。補正額

は、3,603万5,000円の増額であります。これは、

再造林等の森林整備を進める上で必要な作業道

等の整備を行うものであります。

その下の（事項）地方創生道整備推進交付金

事業費です。補正額は、1,649万2,000円の増額

であります。これは、林業の用途に加え、山村

地域の生活道となるような林道の開設や舗装を

行うものであります。

50ページをお開きください。

一番上の（事項）林業専用道整備事業費です。

補正額は、１億695万8,000円の増額であります。

これは、防災・減災、国土強靱化対策として、

現在利用されております林業専用道などにおい

て、通行の安全性を高めるための改良整備を行

うものであります。

次の（事項）山のみち地域づくり交付金事業

費です。補正額は、3,744万7,000円の増額であ

ります。これは、広域的な地域にまたがる基幹

林道の整備を行うものであります。

森林経営課からの説明は以上であります。

○橘木山村・木材振興課長 山村・木材振興課

の補正予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の51ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算は、左から２列目の補正額の

欄にありますように、一般会計で2,625万円の増

額であります。この結果、補正後の予算額は、

右から３列目の補正後の額にありますように、

一般会計、特別会計合わせまして、52億1,247

万7,000円となります。

増額の内訳は、次の53ページをお開きくださ

い。

上から６段目の（事項）林業担い手総合対策

基金事業費1,875万円の増額と、その下の（事項）

しいたけ等特用林産物振興対策事業費750万円の

増額でありますけれども、補正の内容につきま

しては、常任委員会資料で御説明させていただ

きます。

資料の７ページをお開きください。

新規事業「ひなたのチカラ林業担い手確保定

着促進事業」であります。

１の事業の目的・背景ですが、本事業は、林

業就業者の就労環境の改善や新規就業者の継続

雇用、学生等のインターンシップ受け入れ等に

取り組むひなたのチカラ林業経営者を支援する

ものであります。

右側の８ページをごらんください。

①の表のとおり、本県の新規林業就業者数は、

新規参入がある一方で、退職者もおりますので、

実質の増加は年間30人程度となっております。

次に、②の表のとおり、森林組合では、植栽

や下刈りなど造林保育の担い手である造林班が

この10年で半減しており、このままでは再造林

の推進に支障を来すものと考えられます。

このような中、③のスキーム図にありますよ

うに、本年４月にスタートした森林経営管理制

度において、市町村を介して森林所有者から経

営管理を受託する意欲と能力のある林業経営者

を本県独自にひなたのチカラ林業経営者と名づ

け、現在、県では44者を登録・公表しておりま

す。

この林業経営者は、④にありますように、点

線で囲まれた経営管理の不十分な私有人工林を

管理いたしますので、新たな雇用の創出が期待

されるところであります。

左のページに戻っていただきまして、２の事

業概要ですが、予算額は1,875万円で、財源は宮

崎県林業担い手対策基金であります。
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事業内容ですが、①の人に優しい軽労化推進

事業は、林業就業者の負担軽減につながる資機

材導入経費を助成いたします。また、②の造林

等魅力アップ支援事業は、造林保育作業に従事

する新規就業者に一定以上の給与を支払うなど、

継続雇用に取り組む林業経営者に対し、１人当

たり３年間で100万円を上限に定額助成いたしま

す。加えて、③のＵＩＪターン者等支援事業は、

就業希望者の就業体験やインターンシップ経費

も助成することとしております。

３の事業効果ですが、これらの取り組みによ

り、ひなたのチカラ林業経営者の雇用者を５年

後に現状の800人から200人ふやして1,000人にす

ることを目標に、その定着化を図り、中山間地

域の労働人口の流出抑止につなげてまいりたい

と考えております。

次に、９ページをお開きください。

新規事業「山村地域を支える特用林産業新規

就業者支援事業」であります。

１の事業の目的・背景ですが、しいたけ等特

用林産物は、担い手不足等により生産量は減少

傾向にありますが、就業相談会などでは、しい

たけや炭の生産・就業に関心が高い者がおり、

ＵＩＪターンを推進できる余地はあるものと考

えております。このため、原木しいたけ、備長

炭などへの新規就業希望者に対し、給付金を支

給することにより、担い手の確保・育成を図る

ものであります。

なお、「特用林産業」とは、一般的に使われる

用語ではございませんけれども、事業がより認

知されるように願いを込めた造語となっており

ます。

それでは、まず右の10ページをごらんくださ

い。

グラフの左側は生産量、右側は生産者数を示

しております。生産量は、乾しいたけ、白炭、

いずれも減少傾向にありますが、生産者数は近

年ほぼ横ばいになっております。

また、①にありますように、本県は全国有数

の特用林産物の産地であり、②にありますよう

に、特用林産物の産出額は55億円で、本県の林

業産出額の19％を占めております。

さらに、③にありますように、諸塚村など主

な生産地において、生産者の高齢化が進む中、

美郷町では備長炭生産者30人のうち11名がＩタ

ーン者として定住するなど、集落の維持や人口

減少抑止に寄与している事例もございます。

次に、将来性でありますが、乾しいたけは、

輸入品が国内流通の３分の２を占めていること

から、本県産のシェアを伸ばせる可能性があり、

また備長炭についても、国産が大変人気で、需

要に供給が追いついておらず、取引の拡大が見

込まれるところであります。

その下の事業内容ですが、①にありますよう

に、研修生１人につき月額12万5,000円を最長２

年間、年間最大で150万円支給いたします。また、

②にありますように、受け入れ生産者等への謝

金として、研修生の受け入れに月額５万円の年

間最大60万円を支給することとしており、対象

者数は①、②とも５名を予定しております。

左のページに戻っていただきまして、２の事

業の概要ですが、予算額は750万円、財源は宮崎

県人口減少対策基金であります。

３の事業効果ですが、担い手の育成確保によ

り、県産ブランドの維持やＵＩＪターン者の定

住化が図られるものと考えております。

説明は以上であります。

○野﨑委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はありませんか。

○山下委員 ひなたのチカラ林業担い手確保定
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着促進事業についてお尋ねしますけれども、こ

のひなたのチカラ林業経営者はどこがどういう

形で認定をするんですか。

○橘木山村・木材振興課長 県で登録、認定を

します。国の基準等を参考に、県のほうで登録

のための要領等をつくっておりまして、その基

準に基づいて認定することとしております。

基準の内容ですけれども、素材生産量が3,000

立方以上、そして伐採後の造林に８割以上取り

組むこと、それから財務基盤を有し、長期的に

受託できる体制にあることなどが審査基準と

なっております。

○山下委員 次の、山村地域を支える特用林産

業新規就業者支援事業ですけれど、これはＵＩ

Ｊターンではなくて、もともと県内に住んでい

て、高齢化によってもう林業といいますか、伐

採事業ができなくなったので、しいたけをやり

たいとか、そういう転換をする人は該当しない

んですか。

○橘木山村・木材振興課長 この事業は、人口

減対策ということで、よそからの定住を図るも

ので、そのなりわいとして特用林産業を希望す

る方に対して支給するものであります。

ですから、今現在、例えばふるさとを出られ

て都会にいるとか、隣の町にいるとか、そういっ

た方については、こちらに帰って来ていただく

形ですので対象になろうかと思いますが、同じ

町に住んでいらっしゃる方については、今のと

ころ支給対象とはしない方向で考えてはおりま

す。

ただ、そのたてつけについては、市町村等の

要望等もございますので、ほかの産業からの転

入について認めるとか、そういったことについ

て、今後、要望があれば検討してまいりたいと

思っております。

○星原委員 今の山下委員のに関連して、この

ひなたのチカラ林業担い手確保定着促進事業に

ついて、こういう制度を設けてやることはいい

ことだと思うんですが、これは補助の上限が１

人当たり３年間で100万となっているんですけれ

ど、結局若い人を地域に残すということは、やっ

ぱり都会と比較して、宮崎で働くことで安定し

た給料がもらえるかどうかという話になってく

るわけですよね。その場合、例えば林業経営者

が幾らぐらい給料を支払っていて、不足分とい

うことで計算した上で、こういう制度をつくっ

ているのかどうか。その辺はどういう計算式で

こういう形になったのか。３年間で100万円とい

うことは、１年で33万円ぐらい、じゃあ月にし

たときには、12カ月で割ると３万円いかないぐ

らいになるわけですよね。そういう形で、都会

に出ていく若い人を地元に残す、そういう計算

が十分できた上で、この事業予算は組んだもの

なんですか。

○橘木山村・木材振興課長 安定した給与が得

られなければ、やっぱり定着にはつながらない

とは考えております。このため、一定以上の給

与を支払うことを助成の要件にしたいと考えて

おりまして、具体的には、２年目の方からが継

続雇用ですので、２年目、３年目、４年目の方

を支援したいと。それは、個人に直接支援をす

るということではなくて、林業従事者は、ほと

んどが林業事業体に雇用されますので、林業経

営者に対して支援をすると。その条件としまし

ては、給与の下限をどの程度にするのかといっ

たことだろうと思いますが、今のところ、２年

目の給与は140万円以上、それから３年目が155

万円以上、４年目が170万円以上ということで考

えております。

県内の林業の平均給与は、当課の調べなんで
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すけれども、大体月額20万円でございます。で

すから、その額には達してはいないんですけれ

ども、最低限、こういった給与が支払われるこ

とを条件にしたいと考えております。

○星原委員 仮に140万円として、12で割れば月

の数字が出てきて、今平均が20万ぐらいだとい

う話ですよね。何歳を基準にしているかにもよ

るんでしょうけれど。

やっぱりそういう計算がぴしっと成り立って、

そして若い人がそれなら意欲を持って、都会に

行くよりも地元で山の仕事につきたいと思わせ

るぐらいのものが出てこないと。これは、皆さ

んが林業経営者の人たちといろんな形で議論を

して、いろんな情報を収集した上で決めたんで

しょうけれど。この５年間で現在の800人を1,000

人にするということは、単純に計算すれば年間40

人ぐらいずつそういう人たちをふやす。計画と

してはこれでいいんだと思うんですけれど、５

年後に向けて、本当にこれで実現できるという

判断をした上で、こういう事業に取り組んでい

ると判断していいんですか。５年後には、1,000

人は何とか確保できる見通しがあるということ

なのか。

だから、そういう林業経営者の人たちが、自

分のところでは年間で今これぐらい仕事があっ

て、これぐらいしか出せない、じゃあ、その補

塡分を出してくれるということになると、まだ

雇い入れができるかもしれませんけれど、それ

でもその金額に満たない、事業経費が出なけれ

ば、なかなか厳しいのではないかなと。だから、

人数もそうなんですが、本当に１人でも多く残

すためにはどうしたほうがいいのかということ

も検討すべきではないかなと説明を受けながら

思ったんですが、その辺はどうなんですか。

○橘木山村・木材振興課長 ひなたのチカラ林

業経営者の登録の際に、今現在何人雇用してい

て、それを５年後に何人ふやしますという計画

を立ててもらっております。

その積み上げとして、現在44社で800名、５年

後に1,000名を計画しております。その1,000名

を雇用するためには、新たな仕事ができないと

いけないと思っていまして、森林経営管理制度

のもとで、市町村からの斡旋等を受けて、林業

経営を放棄した所有者を束ねたエリアで仕事を

創出するというたてつけになっております。

先ほど140万円とか155万円と申し上げました

けれども、これはあくまでも最低限でして、多

分この額では、なかなか募集しても集まらない

と思っております。３年間で100万円ということ

で、最初の年度に１人当たり50万円を助成して、

２年度目で30万円、３年度目で20万円、トータ

ルで100万円と。少なくともその原資については、

新しく雇用された従業員の給与として活用して

いただくことで考えております。

ですから、実現可能性につきましては、計画

ですので、どうなるかわかりませんけれども、

この経営管理制度が円滑に動いてくることに

よって仕事が創出され、林業経営者の経営も好

転して従業員の方の給与に反映されると、そう

いったよい循環を期待しているところでござい

ます。

○星原委員 140万円のときで月11万6,000

円、160万円のときで月13万3,000円ぐらいなん

ですよ。自分の子供たちをそれぐらいの給料の

ところに勤めさせようと思うか思わないかとい

うこと。

一方では20万という話が出た。そうすると160

万円の場合でも、月６万7,000円ぐらいの差額が

あって、それに２万円なり３万円なりの補塡を

しても、まだ４万ぐらいは差がある。後は、仕
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事に魅力があるかどうか。お金ではなくて、こ

の仕事で自分は一生やっていく、こういう仕事

だったらやりたいと思う仕事だったら金額でも

ないかもしれない。

あるいは、将来的に給料がちゃんとふえてい

く見通しがある、そういう職種だったら、最初

は我慢してでも、５年後、10年後に向けて、ちゃ

んと所得がふえるということで、そこに期待し

て働くかもしれない。そういった魅力とかをちゃ

んと提示していかないと、こういうものだけで、

果たして本当の支援になるかどうか、私は疑問

なんですよね。やっぱりその辺のところをしっ

かりして、人口減少の中で、宮崎県として少し

でもその割合を減らしていくための事業だとし

たら、確実に残ってくれるためには幾らなんだ

と。

あるいは、この林業経営の中で、しいたけで

も山の材を売るでもそうですが、利益を出すた

めには付加価値をつけて価格を高くする、そう

いうものと組み合わせていかないと、経営が成

り立たないところで給料を上げることは、私は

なかなか厳しいと思う。だから、そういうとこ

ろまで考えて取り組んでいかないと、こういう

事業は、ただ補助金を幾ら出しますとか、何年

間やってみますというだけではなくて、経営の

中で利益が出るためには、じゃあどうしてやる

かと一方では考えながら給料の補助をする、両

方を考えていかないと、現実には厳しいと思う

んですよね。

そういうところまで考えてこの制度をつくっ

たのかなと思ったものですから、こういう質問

をしているんですけれど、その辺についてはど

うなんですか。

○橘木山村・木材振興課長 新規就業者のうち

の造林保育、下刈りとか植栽をする方のための

継続雇用支援という形で考えております。実際、

県内の事業所で働いている方は、大体日額１万

円程度で、二十日前後働いて20万円程度と思っ

ております。

これが、国の調査結果によりますと、全産業

の平均給与は、大体400万円ぐらいと言われてお

ります。それを全国の林業に引き直しますと300

万円程度と、それでも開きがあると思っており

ます。

ただ全国の平均がそういうことですと、本県

では伐採が進んでおりますけれども、伐採の作

業をしながら、例えば造林保育もしていただく。

今までは造林と保育だけでしたが、造林と保育

もしながら伐採もさせたいといった事業所の声

も届いております。ですから、そういった方に

も使えるのかなと思っていまして、そういった

面で140万円はあくまでも最低限の要件と考えて

おります。

と言いますのも、農家や林家の方が森林組合

等で働いておられて、どうしても月に半分程度

しか働かずに、あとは農業とかをされるという

ような働き方の実態もございますので、そういっ

たことで低目の要件にしているといったことも

ございます。今委員がおっしゃったような、給

与がしっかり払われないと定着が難しいという

のは、我々も十分承知しておりますので、なる

べくそういった林業成長産業化を通じて、働く

人が希望が持てるような給与水準になるように

取り組んでまいりたいと思っています。

○星原委員 せっかくの事業ですので、うまく

いくようにお願いしたいと思いますし、次のペ

ージの新規就業者の支援にしても、今後、本当

に人口減少を少しでも緩やかにするためだとし

たら、こうしたら確実に若い人が残ってくれる、

あるいは山に興味を持った若い人とか、今度、
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林業大学校もできたわけですけれど、ああいう

ところに通っている学生たちがこういう話を出

して興味を持ってくれるのか、このぐらいでオ

ーケーを出してくれるのか、その辺も今後検討

しながら、またどこかである程度修正しながら

でも、１人でも多く山に残る人たちを探してほ

しいと思いますので、また検討してください。

○野﨑委員長 ほかにありませんか。

○太田委員 森林環境譲与税は市町村にも行く

わけですよね。県も市町村の森林整備を支援す

るために、市町村にまた出すということで、

ちょっと二重に出ているような感じもしたもの

ですから。見てみると、県の市町村に対する支

援は森林管理システム等の支援をするというこ

とだから、個別の市町村ができないことを県が

面倒を見てあげるというような考え方なんです

よね。

○濱砂森林経営課長 システムのことに関して

申し上げますと、市町村が森林経営管理制度を

運営していくことが必要ですので、データであ

りますとか、市町村職員の研修でありますとか、

そういうバックアップといったところを県のほ

うで担っていくということで、事業を実施させ

ていただくことにしております。

○太田委員 バックアップというようなイメー

ジですね。結局、市町村も金をもらって独自に

やるけれども、県は市町村のいろんな対応の支

援をすると。何か市町村が直接もらって、県か

らももらってというような感じもするものです

から。そういう支援ということで、イメージ的

にはわかりました。

それと、最後に10ページの備長炭の関係です

けれど、国産の備長炭は大変人気であるという

ことでありますが、今後伸びしろが出てくるん

だろうなと思って。この備長炭は、例えば、茶

道をやる人とか、どういうところに需要がある

んですかね。

○橘木山村・木材振興課長 備長炭は、非常に

火力も高くて人気があるんですけれど、例えば、

炭火焼きとかそういう料理系でよく使われるこ

ともありますし、茶道とかに使われる場面もあ

ろうかと思います。値段的にも黒炭がキロ当た

り200円程度なんですけれども、備長炭は、その

倍はするということでございますので、そういっ

たいいものを求める方、求める店、求める業種

がございまして、そういった方向けにかなり需

要があるんですけれども出せていないと。それ

は原料等もアラカシとかを使うのですが、その

資源も減ってきております。そういった資源に

ついても、我々としてもきちんと手だてを考え

ながら、新規参入を支援していきたいと思って

おります。

○横田委員 関連ですけれど、備長炭の生産者30

人のうち11人がＩターンということですけれど、

Ｉターンの人たちは当然、別の仕事から備長炭

生産のほうに移ってこられたんだろうと思うん

ですが、この人たちは、備長炭生産の専業とい

うことでよろしいんでしょうか。

○橘木山村・木材振興課長 この11名の方は、

専業で従事されております。もともと美郷町で

は、行政が中心となって、技術を伝承してもら

えるような生産者の方もおられまして、呼び込

みに積極的でございました。現在、単身で来ら

れている方はおりませんで、夫婦か家族持ちで

来られていると聞いております。年代も30代、40

代、60代で、全国幅広く、県内では宮崎市、遠

くは北海道から来られておりまして、仕事とし

ては、しいたけと違いまして炭焼きは年間を通

して可能ですので、専業でされていると伺って

おります。
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○横田委員 研修生を最大５名受け入れるとい

うことなんですけれど、この研修が終わった後、

自立されるときに、例えば窯をつくるとか、そ

ういったときの補助とかそういうバックアップ

体制は考えておられるんですか。

○橘木山村・木材振興課長 この事業につきま

しては、研修期間中だけの支援となっておりま

して、いざ就業に踏み出すときの支援も必要か

なと思っておりますので、その支援については、

今後検討してまいりたいと思っております。

また、施設整備につきましては、既存の事業

で対応できますので、それを積極的に活用して

もらって、新規参入につなげてまいりたいと思っ

ています。

○横田委員 将来的にも取引の拡大が見込まれ

る状況ということですので、研修に来られた人

がしっかりと定着していただけるように、さら

なる支援を考えていただければと思います。

○佐藤委員 関連してですけれども、この特用

林産物の炭で、現在の県内の窯の数とかは把握

できているものなんですか。

○橘木山村・木材振興課長 県内の生産者は、

先ほど資料にもございましたように50名ですの

で、少なくともその50名の方は、専用の窯を複

数持っていらっしゃるというふうには考えてお

ります。

○佐藤委員 複数ということは、１人で幾つも

の窯を持っている。どの地域にどのくらいの窯

があるというところまで把握はされていますか。

○橘木山村・木材振興課長 市町村としては、

美郷町が多くて30名、あと延岡、それから門川

といった県北のアラカシが多い地域におられま

す。窯数については、生産者数50名に対して、

窯数は85となっております。これは白炭のみで

ございます。

○佐藤委員 今のは、白炭のみということです

ね。今から取引の拡大が見込まれるということ

ですけれども、白炭以外に、先ほど言った華道

用の炭とか─これは小さな炭になるんですか

ね─そういうものが県内では幾種類、どのく

らいの割合で生産されているのかは把握できて

いますか。

○橘木山村・木材振興課長 炭の大きさごとに

は把握できておりませんが、炭の種類としては、

白炭の生産量につきましては286トン、黒炭が28

トン、それから竹炭が18トン、あと粉炭が458ト

ンで、合計790トンの生産量となっております。

○佐藤委員 これは全てが取引の拡大が見込ま

れていますか。

○橘木山村・木材振興課長 特に白炭について

可能性が高いと思っております。といいますの

も、黒炭については、先ほど言いましたように

生産量自体が28トンということでかなり少ない

と。それに対して、白炭は286トン生産されてお

ります。ほとんどの方が白炭のほうに向かわれ

ているといったことから、期待できると考えて

いるところでございます。

○佐藤委員 この取引については、ＪＡを通す

とか、個人でインターネットで販売していると

か、その地域によっていろいろあるかと思うん

ですが、今の状況はどのような状況なんでしょ

うか。

○橘木山村・木材振興課長 炭の販売形態には、

多様な形態があろうかと思います。そういう卸

問屋に直接販売されるところ、ＪＡを通じて出

荷される方、それからインターネット、さまざ

まだろうというふうに考えております。

○佐藤委員 今後、取引の拡大が見込まれる中

で、美郷あたりが非常に多いと思うんですけれ

ども、今まで県内でも、西臼杵でも炭生産者と
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いうのはかなりいたと思うんですが、だんだん

減少しています。私も森林組合長をしていて、

炭の注文の多さというのは感じていたんですが、

窯はあるけれども、それを引き継いで焼く人が

いないという状況が多いわけです。その窯が何

年たっているとか、何年たったらまた新しい窯

をつくるとか、いろいろとあると思うんですけ

れども、その窯を守ってくれる人を紹介すると

か。田んぼでも山でも畜産業の畜舎にしてもで

すけれども、やめる方が多いわけですよ。そう

いうやめる方が誰かいないだろうかと、自分が

守ってきたものを引き続き守ってくれる人はい

ないだろうかという思いがあると思うんですけ

れども、そのあたりの今の状況はどうでしょう。

○橘木山村・木材振興課長 例えば、美郷町で

は協議会を設けて、そういう空いた窯の紹介と

いったことも協議会として迎え入れる際に、丁

寧に対応されています。それは、地区にそうい

う協議会があって、生産者が入るわけではなく

て行政機関とか関係者が入って、そういった調

整もされている実態もございますので、それが

他の地域にも波及していけばいいなとは考えて

おります。

○佐藤委員 全ての第一次産業の中で、それが

非常に大事だと思うんですね。そこが行われて

いるということですけれども、それで確実に引

き継ぎができたのかどうかはいかがですか。

○橘木山村・木材振興課長 過去に引き継がれ

たことはございます。それがあったからこそ、

Ｉターン者11名の受け入れができたものと考え

ております。新規でつくるよりも、今ある窯を

譲っていただいて有効活用したほうがいいとい

うことで、そういう窯の再利用ができないかと

いう事例研究等についても、県の普及指導職員

が間に立って調査するといったこともやってき

ましたので、今後もそういった取り組みを継続

してまいりたいと思っております。

○佐藤委員 非常に大事だと思うんですね。今、

山に行けば、窯の跡はかなりあります。使える

窯、使えない窯、そういうのを把握できるので

あればしっかり把握して、県内にはどれだけの

窯があって、使える窯が幾つあると、これを引

き継ぐ人はいないかと、そういう形でやり、そ

して、これだけ引き継がれましたよという数を

把握して公表する、そういうのがあると、じゃ

あ私もやってみようとなるのではないかと。ど

んどん新しく窯をつくるのがいいのか、今まで

ある窯を直しながら使っていくのがいいのかは、

炭の専門の人たちによっていろいろあるでしょ

うし、先ほど言った白炭・黒炭、白炭の中でも

花の横に添える観賞用とかもあるだろうし、そ

ういうものの紹介、この窯はこういうものに向

いていますよというのも大事だと思います。そ

れはよろしくお願いします。

それと、大変な重労働だと思います。しかし、

ある地域では盛んに行われている、ある地域で

は、もう衰退してしまったということは、どう

いう労働がされているのか。夜中、何時間もや

らないといけない、体に無理が行くのか、そう

いうところが、まだまだ明らかではないし、今

働き方改革と言われていますが、労働時間は一

体何時間必要なのか、そして、それが売り上げ、

利益に見合うような労働時間なのかというとこ

ろがよくわからないんですけれども、その辺は

おわかりでしょうか。

○橘木山村・木材振興課長 実際、就労される

となると、委員がおっしゃったような、労働時

間がどのくらいで、年間どの程度の売り上げが

あるのかというところの労働生産性といいます

か、労働強度とかそういったものが必要になる
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と思います。ですので、この事業では弟子入り

していただく形で、高度な技術を持った生産者

の方について学んでもらって、全てわかった上

で研修から就業につなげてもらいたいという思

いでおります。

ですから、具体的な労働時間とか売り上げに

ついて、私のほうでは今申し上げるところはご

ざいませんけれども、生産者の話とか、そういっ

たこととともに、空いた窯とか原材料の確保な

どの心配もございます。そういったものについ

ては、十分説明をしながら、また募集に際して

はしっかりと情報提供をして、わかっていただ

いた上で新規参入を考えていただくことが重要

だと思っておりますので、その点については、

しっかり取り組んでまいりたいと思っています。

○佐藤委員 やはり持続できないと意味があり

ませんので、そのあたりが漠然としている、よ

くわからないままやってみなければわかりませ

んよということでは、不安が多いと思いますし、

これだけ取引の拡大が見込まれるとありながら

減ってきた理由というのがあると思うんですね。

そのあたりが大事なのかなと思いますので。

そして、それだけ取引の拡大が見込まれるの

であれば、さらに、宣伝といいますか、地域で

そういう原料を持っている地域が多くあるわけ

です。これもバイオマスと関連していくると思

います。原料をバイオマスで燃やしてしまって

いる部分も多いと思うんです。今後、50年間、100

年間大丈夫なのか、20年でだめになるとか、そ

ういう調査も必要だと思いますし、窯を宛てが

われて始めました、焼き出しました、気づいて

みたら原料が30年後にはなくなりますよという

ことでもいけない。原料の確保、どの地域には

シラカシがあります、この山はそういうのが持

続できますというのも必要であろうと思います

ので、よろしくお願いします。

最後に１点。森林環境譲与税は、県と市町村

に来る分がそれぞれありますが、市町村分の森

林環境譲与税の使い道について、各市町村が、

今現在でこういうふうに使いますというのは、

はっきり決まっていないと思うんですけれども、

現在の状況がわかれば教えてください。

○川口環境森林課長 市町村の取り組みなんで

すけれども、基本的に、市町村がどういった事

業に取り組めるのかは、国からも示されており

まして、市町村には通知されています。今、各

市町村の使途を我々のほうで調査をしていまし

て、その中では、使途が法律に明記されており

ますので、それに合うような形で、各市町村が

計画を立てているところであります。

○佐藤委員 やはり一つの町だけでは、なかな

か判断できない。常に県に確認をしたり、ほか

の市町村と相談したりしていくと思うんです。

そのあたりの使途については、ある程度の幅が

あると思っているんですけれども、有効に使う

ためには、やはり県の指導やそういう認識が。

宮崎県は、杉生産日本一で林業県でありますけ

れども、全国的に見たときに、日本一の森林環

境譲与税の使い方ができるのか、ほかの県をリ

ードするぐらいの模範となるようなものが必要

だと思うんですよね。そのあたりを、やはり指

導といいますか、そこが大事になってくると思

いますので、よろしくお願いいたします。

○山下委員 今、炭の話になったから、炭のこ

とをちょっとお聞きしたいんですけれど。県内

に五十何戸かの方がいらっしゃるということな

んですけれども、その１事業体で年間の売上高

がどれくらいあるかは把握できていませんか。

一番多いところで幾らなのかということになる

んでしょうけれども。
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○橘木山村・木材振興課長 先ほどの説明の中

にもございましたけれども、本県の特用林産物

の産出額が55億円でございます。これは、しい

たけと炭だと思うんですけれども、白炭の生産

量が286トンですので、単純に286トンが仮に400

円で売れたとしますと１億1,400万円程度になり

ます。ですから、１億1,400万を50人で割ったと

きに、228万円程度の粗収入というふうに計算は

できるところでございます。

○山下委員 なぜそんなことを聞くかというと、

実は、私たちなんかが山を買い求めに行きます

と、杉、ヒノキの山は素材生産業者がいくらで

も買うんですけれども、今言う広葉樹林、元来

炭を焼いていた山というのは、美郷は炭を焼い

ているから使っているんでしょうけれども、他

の市町村は現在全く手つかずなんです。だから、

買う人がいないんです。極端な話、40年生ぐら

いの山で10アール１万円なんですよ。ですから、

１ヘクタール10万円から高いところで20万円で

す。それと、佐藤委員から話がありましたけれ

ども、それをバイオマスに使うかというと、単

価が高くなるもんですからやっぱり効率が悪く

てバイオマスにはなかなか使いづらい。

そういうような状況で、今言われるように、

炭で価値が上げられるなら、そういうことをもっ

と助成をしてでもやっていただけると、その山

が私は生きるのではないかなと思うんですね。

本当に資源がそのまま寝ています。パルプを

切る人も、やっぱり杉、ヒノキを切ったほうが

売り上げが上がるので、なかなか広葉樹林は切

らない、買わないというのが現状なので、そこ

あたりを何とか。やっぱり宝の山ですから、何

らかの方法を使って、そこを生かすような形に

しないと。

いろいろ話を聞きますと、三、四十年で切っ

たほうが芽立ちがいいので次の木が太ると。こ

れが50年、60年になると、芽立ちも悪いという

話も聞くものですから、ぜひそういう山を有効

活用するようないろんな方策を出していただけ

るとありがたいなと思います。

○橘木山村・木材振興課長 備長炭の原木とし

ては、先ほどから申し上げていますけれども、

アラカシでございます。ボトルネックは、やは

りアラカシの不足で、それで生産量が年々減少

してきたと思っております。

ただ、美郷町では奥地化しておりますので、

何とか確保できているようなんですけれども、

今まで耳川を挟んで北側の森林のアラカシを

使っていたと、じゃあ耳川の南側に目を向けた

らアラカシがあるのではないかということで調

査をしたところでございます。これは、関係者

で組織する宮崎県備長炭振興対策協議会で行っ

たんですけれども、具体的には、川南町有林の

アラカシを使って備長炭生産を行ったところ、

品質面でも全く問題がないといった結果が得ら

れたところでございます。そういったところも

データとして示しながら、広域的に原木が確保

できるように取り組んでまいりたいと思います。

また、杉やヒノキは短伐期で切ったほうがい

いという話もございますし、短伐期で切ります

と、その後は、場所がよければ再造林をしてい

ただいて林業の収入につなげていただきたいと

いう思いもあるんですが、バイオマス発電所が

かなりできておりまして、今まで林地に捨てら

れていた残滓等が活用されるような状況になっ

ております。広葉樹についても、アラカシを切っ

て、その残りの広葉樹があれば、バイオマス発

電所に地域で運んでいただくような支援事業も

創設しておりますので、そちらのほうを案内し

ながら、トータルで伐採収入が地域に回るよう
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に努めてまいりたいと思っております。

○佐藤委員 関連で、杉は30年、40年で切りま

すが、アラカシは天然更新されていると認識し

ているんですけれども。大きな炭をつくる人も

いれば、小さな炭をつくる人もいるんですが、

大体、平均何年ぐらいで切られているのか、ど

うでしょうか。

○橘木山村・木材振興課長 アラカシについて

は、戦後、薪炭林として切られたものが、天然

更新によって今育って、一部使われています。

具体的には、地域森林計画という計画がある

んですけれども、広葉樹の伐採については、以

前は、利用伐期を、例えば25年とかいうふうに

規定をしておりました。その規定については、

やはり賛否両論があって、今はなくしていると

ころなんですけれども、最低25年程度あれば使

えるようになるのかなとは考えております。た

だ、具体的にどの径級、大きさがいいのかとい

うのは、生産者の方のお考えとかも関係してく

るのかなとは思います。

○佐藤委員 というのも、かなりの量を同じと

ころで切り、そしてそのまま天然更新をすると

いう流れで、昔は山を移動しながら炭を焼いて

いたわけでしょうけれども、そういうのが何年

で切られているのか、何年必要なのかを、先ほ

ど山下委員が言われたけれど、そういう雑木林

を持っている人たちも、これは炭にちょうどい

い木なんだという意識が、もうほとんどないと

思うんですよね。ですから、炭には、大体何年

ぐらいの木がいいですよと。確かに雑木林はあ

ります。そして、先ほど言われたように、川南

町あたりのアラカシでもよかったということで

すが、県内にも各所にあると思うんです。そう

いうのをしっかり見つけるといいますか、こう

いうところにはちょうど適期の山がありますよ

と。アラカシの山、それに準ずる雑木林があり

ますよという把握がなかなかできていない。で

きていたとしても、それが周知されていない。

それを生産者、山主が認識していないと思いま

すので、やはりその山が宝の山になるとすれば、

それを教えてあげないといけない。そういうこ

とが大事かなと思いますので、その把握、周知

ができればありがたいと思います。

○太田委員 国がつくった法律の附帯決議の中

に、広葉樹林とかも育成するというような努力

目標があったように聞いたんですけれど、何か

今の話を聞いていると、こういった譲与税をう

まく生かして、広葉樹とかを育成していくとい

うのは大事ではないかなと思ったり。有害鳥獣

が田畑まで出てくるのは、本当は山にいてもら

わないといけないのに、杉山ばかりだから出て

くるということもあるので、何か広葉樹林も混

ぜてやれるような山の計画をうまく、そして、

それでもうかるんだったら、ますますいいなと

ふと思ったところでした。そういう可能性があ

るならよろしくお願いします。

○佐藤委員 杉は必ず植え直さないと山になら

ないというか、木にならないわけですね。とこ

ろが雑木は、天然更新するわけです。切った後、

またひとりで生えてくる。これが非常にありが

たいというか、手がかからない。ですから、そ

ういう山がお金になるのであれば非常にありが

たい。ただ、価格に差がありますので、安いと

いうことはあるかもしれませんけれど、その辺

が大事というか、そういうことを広めていけば。

切ったら、また何年か後でお金になるというと

ころまで、余り今の人たちは知らない、山主が

知らないことが問題なのかなと思うので、周知

をする必要があるかなと。

○野﨑委員長 ほかにございませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

○川口環境森林課長 常任委員会資料の15ペー

ジをお開きください。

繰越明許費繰越計算書についてであります。

これは、平成30年度に議会において承認いた

だきました事業につきまして、繰越額が確定し

ましたので御報告をさせていただくものでござ

います。主管課ごと、事業ごとに記載しており

ますが、一番下の合計の欄にありますとおり、

環境森林部全体で20事業、繰越額は75億6,141

万1,000円であります。

繰越理由につきましては、表の右側に事業ご

とに主なものを記載しておりますが、工法の検

討に日時を要したものや国の補正予算の関係に

より工期が不足したことによるものなどであり

ます。

次に16ページをごらんください。

２の事故繰越し繰越計算書についてでありま

す。環境森林部全体で３事業、繰越額は１億850

万5,623円であります。自然環境課の山地治山事

業につきましては、入札の不調等により契約締

結に日時を要したことによるものであります。

また、自然公園等整備事業につきましては、

硫黄山の規制区域内に事業箇所があり、施工で

きなかったものであります。

森林経営課の地方創生道整備推進交付金事業

につきましては、切土施工中の崩壊により、工

事の進捗に大幅なおくれが生じたことによるも

のであります。

説明は、以上であります。

○野﨑委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは次に、その他報告事項

に関する説明を求めます。

○川口環境森林課長 委員会資料の17ページを

お開きください。

宮崎県気候変動適応センターの設置について

御説明いたします。

まず、（１）の設置の背景でありますが、近年、

気温の上昇や大雨の頻度の増大、農作物の品質

低下など、気候変動の影響が全国各地であらわ

れており、今後、さらに深刻化するおそれがあ

ります。

このような中、温室効果ガスの排出削減対策、

いわゆる緩和策と、車の両輪である被害の回避

・軽減対策、いわゆる適応策を関係者が一丸と

なって強力に推進するため、平成30年12月１日

に、気候変動適応法が施行されました。

この気候変動適応法では、（２）にありますよ

うに、地方自治体は気候変動影響及び気候変動

適応に関する情報の収集、整理、分析等を行う

拠点として、地域気候変動適応センターの体制

を確保するよう努めることとされております。

そこで、本県におきましては、（３）の図にあ

りますように、環境森林課が中心となり、各分

野の適応策を実施している関係機関との合議体

により、宮崎県気候変動適応センターを立ち上

げることといたしました。

センターは、（４）にありますように、国立環

境研究所等と連携しながら、県内の気候変動の

影響や適応に関する情報の収集・整理・分析や、

事業者、県民等への情報提供を行うこととして

おり、６月27日に設置する予定であります。

なお、右側の18ページの気候変動適応法の概

要の右下の３、地域での適応の強化の１つ目に、

地域気候変動適応計画策定の努力義務とありま

すが、本県では、現行の宮崎県環境計画に適応
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策の推進を明記しており、当計画を地域気候変

動適応計画に位置づけているところであります。

説明は、以上でございます。

○冨山環境管理課長 資料の19ページをお開き

ください。

平成30年度「大気、水質等の測定結果」につ

いて御説明いたします。

（１）目的ですが、県民の健康を保護し、生

活環境を保全するため、県内の大気、水質の汚

染状況を監視するもので、（２）測定結果は、総

括して一部の測定項目で環境基準を超えた地点

がありましたが、おおむね良好な状況でした。

まず、（３）の大気の測定結果ですが、初めに

右の20ページの図１をごらんください。県内の

大気の状況を21カ所の測定局で常時監視してお

り、下の図２のとおり、ホームページ「みやざ

きの空」で結果を公開しております。

左の19ページにお戻りください。

表１の測定結果ですが、３行目の光化学オキ

シダントは、全ての測定局で環境基準を未達成

でしたが、その他の項目は、一部の測定局で未

達成もありましたが、ほとんどが環境基準を達

成していました。

右の20ページをごらんください。

イ、有害大気汚染物質のモニタリング調査で

は、全ての測定地点で環境基準を達成しました。

ウの今後の取組ですが、良好な大気の状況を

維持するため、常時監視や発生源等の監視指導

を継続し、迅速な情報提供を行ってまいります。

21ページをお開きください。

（４）水質の測定結果でございます。アの公

共用水域の表２をごらんください。生活環境項

目では、ＢＯＤ値が１水域、都城市の花の木川

で環境基準を未達成でしたが、その他の水域で

は達成しました。

下の図３では、年度ごとに河川と海域におけ

るＢＯＤ等の環境基準の達成状況を県内と全国

とで比較したもので、県内では赤い三角印の河

川、青い四角印の海域が、いずれも平成11年以

降、100％に近い良好な状態を維持し、全国と比

較しても高い達成率となっております。

次に、表２の測定項目の健康項目ですが、ヒ

素が２地点で環境基準を未達成でしたが、その

他の項目は、いずれも環境基準を達成いたしま

した。

22ページの図４をごらんください。

ヒ素が基準を未達成であった土呂久川を含む

岩戸川水系の過去５年間の測定結果です。中央

を流れる土呂久川上流の丸印が、基準を超過し

た東岸寺用水取水点と岩川用水取水点の位置と

なります。

下の図５では、青と赤の線が、これら２地点

のヒ素濃度の経年変化を示しますが、昭和47年

に測定を開始しておりますけれども、当初に比

べ、近年は環境基準を超えているものの、数値

は減少傾向にあります。

基準超過の主な原因ですが、上流部にありま

す土呂久鉱山からヒ素を含んだ水が河川に流れ

込んでいるためで、現在、対策工事がなされて

おります。

23ページには、公共用水域の測定地点を地図

上で示し、基準未達成地点を黒丸で示しており

ます。

右の24ページをごらんください。

イ、地下水ですが、中ほどの表３のとおり、

概況調査では全ての地点で環境基準を達成しま

した。また、その下の継続監視調査は、過去に

基準を超過した地点での継続した調査ですが、52

地点中17地点の井戸でヒ素等が環境基準を未達

成でしたが、いずれもこれまでに比べ、大きな
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変動は見られませんでした。

次の25ページには、調査地点の131カ所を調査

の種類により色分けして示しております。

今後は、公共用水域や地下水の常時監視はも

とより、発生源に対する監視指導や生活排水対

策を継続して実施してまいります。

26ページをごらんください。

（５）ダイオキシン類の測定結果ですが、ア

の常時監視とイ、ウの発生源検査を行っており

ます。

下の表４ですが、常時監視では、大気、水質

など全ての測定地点で環境基準を達成しました。

次に、発生源検査のうち自主検査では、全て

の施設が排出基準以下で、県が実施する発生源

立入検査で３施設の排出ガスが基準を超過しま

したが、指導の結果、改善されたことを確認し

ました。

なお、27ページに調査対象ごとの測定地点を

示しております。

今後も、良好な環境を維持するため、常時監

視発生源等に対する監視や維持管理の指導等を

継続してまいります。

この項の説明は、以上でございます。

次に、資料29ページをお開きください。

光化学オキシダント注意報の発令について御

説明いたします。

先月、５月23日から25日にかけて、県内で光

化学オキシダント注意報を発令しました。その

状況は、（３）発令の状況ア、イ、ウに示してい

るとおりですが、延べ７地域に発令しておりま

す。県内での注意報発令は、国が統計をとり始

めた昭和45年以降、初めてのものですが、国内

では毎年どこかの県で発令されている状況でご

ざいます。

（１）ですが、光化学オキシダントは、大気

中の窒素酸化物などに太陽の紫外線が作用し、

化学反応により生成される酸化性物質の総称で

ございまして、主成分はオゾンでございます。

（２）注意報発令の基準は、濃度が0.12ｐｐ

ｍ以上となり、気象条件から判断し、継続する

と認められるときに注意報を発令することに

なっております。

なお、濃度が0.4ｐｐｍ以上となったときには、

警報を発令いたします。

右の30ページをごらんください。

図１の赤い丸印が県内14カ所の光化学オキシ

ダントの測定局を示し、地域ごとに発令を行う

こととしております。

下の図２は、今回発令した３日間の光化学オ

キシダントの濃度推移を示したもので、発令基

準に達した状況がわかると思います。

なお、これらの情報は、ホームページ「みや

ざきの空」で公開をしております。

29ページにお戻りいただきまして、下の（４）

高濃度となった要因ですが、詳細は不明ではご

ざいますが、発令された日は県内全域で日差し

が強く、気温が高かったなど、光化学オキシダ

ントが発生しやすい状況にあったものと推察さ

れます。

また、（５）にありますとおり、本県で注意報

を発令した期間は、九州全域で高濃度となり、

同様に幾つかの県で注意報が発令されていまし

た。

この項の説明は以上でございます。

31ページをごらんください。

令和元年度の海水浴場水質調査結果について

御説明いたします。

（１）の目的ですが、海開きの前に海水浴場

の水質の現状を把握し、県民等の利用に資する

こととし、（２）のとおり県と宮崎市が実施して
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おります。

調査項目は、ふん便性大腸菌群数、油膜の有

無などについて調査しております。

（６）調査結果は、右の32ページをごらんく

ださい。

県内14の海水浴場の位置と調査結果である水

質判定を記載しております。右側、上から４番

目の４、伊勢ヶ浜海水浴場が水質がＡ、残る13

カ所は、全て水質ＡＡという良好な結果でした。

この項の説明は以上でございます。

次に、33ページをお開きください。

川内川水系河川白濁に係る水質改善対策等に

ついて御説明いたします。

（１）の水質の状況についてと（２）の水環

境対策研究・検討の進捗状況についての２つの

説明となります。

まず、水質の状況ですが、県では、河川白濁

以降、週１回のペースで水質検査を行っており

ます。最新の結果は６月５日となりますが、結

果は右の34ページの図で御説明いたします。

図では、採水地点ごとに水素イオン濃度ｐＨ

とヒ素の最近の結果を記載しております。

ページ右下のえびの高原で、水質改善実証試

験を５月14日から開始したことに伴いまして、

その処理前のもともとの水質を把握するため、

試験場所の上流部も追加して調査を行いました。

この測定値と中和処理後の位置にある左側の

①えびの橋を比べると改善が確認され、また①

えびの橋や図中ほどの②大原橋の試験開始前の

５月８日の値と開始後のそれぞれの値を比較し

ても値はよくなっております。

次に、２つ目の水環境対策研究・検討の進捗

状況について御説明いたします。

35ページの上のほうをごらんください。

ステップ１の宮崎大学による試験に始まり、

現在ステップ３として、河川の全水量による試

験を開始したところでございます。

下のほうに、試験場所の全景を示しますが、

左下に位置する硫黄山から流れてくる河川水を

取水堰から写真右側の仮設の中和水路まで引き

込み、中和処理後、沈殿池を経由して河川に戻

すもので、10月を目途に具体的な対策案を取り

まとめる予定としております。

この試験開始に合わせて、写真左下の薄い赤

色で示した「常時測定①採水地点」など３地点

でｐＨとヒ素の検査を行い、中和処理の効果を

確認いたしました。

右の36ページの上のグラフにおいて、青い線

がｐＨの変化を示し、中和水路入口より沈殿池

出口の値が高くなり、中和することによってｐ

Ｈが改善され、また、赤い線のヒ素についても

濃度が減少し、中和により改善することが確認

されました。

しかしながら、この仮設水路は最大で毎秒160

リットルの河川水量を中和する設計であるのに

対し、試験Ｂの河川水路が毎秒10リットル程度

とかなり少なかったことから、今後は水量がふ

えた際や濁りが強い場合などの効果を検証して

いく必要がございます。

次に、同じページの下にある沈殿物対策です

が、現在、下の写真のように河川に設置した沈

渣池の沈殿物を、えびの市がしゅんせつ、仮置

きをしており、今後、宮崎大学の研究成果を踏

まえ、地元えびの市を初め、関係機関でその処

理について協議し、具体的な対策案を検討して

いくこととしております。

私からの説明は、以上でございます。

○橘木山村・木材振興課長 次の37ページをお

開きください。

下刈等森林作業省力化実証事業についてでご
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ざいます。

ここに記載はしておりませんけれども、県で

は、出先単位に設置しております山会議の地区

協議会からの政策提案や森林組合との意見交換

会の要望などを踏まえまして、昨年度、実証事

業に取り組みましたので、その結果等について

御報告いたします。

まず（１）の目的でございますけれども、下

刈りは特に機械化が進んでおりませんので、無

人航空機と衛星ＧＰＳ、林地除草剤を組み合わ

せて、下刈りの省力化に向けた技術開発の実証

を図るものであります。

（２）の実証事業の内容ですが、右のページ

とあわせてごらんください。

実証試験地は、中ほどの写真にありますよう

に、杉１年生の植栽地に0.36ヘクタールの試験

エリアを設定いたしました。

また、使用機械と薬剤でございますけれども、

写真のような自動航行型の小型無人ヘリコプタ

ーや林業用除草剤として昭和57年に農薬登録さ

れておりますザイトロンフレノック微粒剤を使

用いたしました。

その試験内容と評価・検証につきましては、

右ページ上段の事業の体制と流れのとおりでご

ざいます。林業や農薬の専門家などの学識経験

者や、無人ヘリ及び農薬のメーカー社員等で構

成される技術開発委員会を昨年10月に設置いた

しまして、11月にリモコン操作による無人ヘリ

の飛行により、自動航行に必要な地形データの

計測と林地除草剤の散布を行うとともに、散布

直後と降雨時には、試験地の直下にある渓流で

水質調査を実施いたしました。

また、本年３月には、11月の飛行で取得した

地形データや衛星から受信したＧＰＳデータに

より、無人ヘリの自動航行試験と農薬成分を除

いた模擬材による落下分散試験を行い、試験結

果の取りまとめを行っております。

（３）の実証の結果等でございますけれども、

アの環境評価では、右ページ下段の水質調査結

果にございますように、農薬取締法等で規定さ

れる基準値等を上回る農薬成分は検出されませ

んでした。

イの自動航行評価では、模擬材が詰まる現象

の発生やＧＰＳデータを受診できない場所があ

り、予定していたコースを逸脱する現象が散見

されたところでございます。

また、ウのコスト分析では、無人航空機のリ

ース料や搬入経費が全体のコストを押し上げて

いることが判明いたしました。

以上の結果から、使用量、使用方法を守って

散布することはもとより、機械メーカーによる

装置の改良や準天頂衛星の利用による安定飛行

技術の確立、さらなるコスト削減などの課題が

整理されたところであります。

（４）の今後の取り組みですが、実証事業で

予定していた除草剤の散布は終了しております

ので、当面散布することはありませんが、昨年

度検証できなかった１年後の雑草抑制効果につ

いて、昨年散布した試験地における調査を実施

するとともに、同様の取り組みを行っておりま

す他県の情報収集も行うこととしております。

説明は、以上でございます。

○野﨑委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はありません

か。

○横田委員 今説明がありました下刈り等の省

力化実証事業について、実証試験の散布エリア

が0.36ヘクタールと余り広い土地ではないと思

うんですけれど、ここに36キロ散布したとあり

ますが、この36キロは何か計算式みたいなもの
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があるんですか。

○橘木山村・木材振興課長 メーカーの推奨す

る使用量というのが定められておりまして、お

おむねヘクタール当たり80キロから100キロでし

たので、100キロを採用して試験に取り組んだと

ころでございます。

○横田委員 右のヘリコプターの写真を見ると、

かなり上空を飛んでいて、薬もかなり風に流さ

れているように見えるんです。模擬材の落下分

散試験をされているということですけれど、36

キロのうちのどれぐらいがこの0.36ヘクタール

の中に落ちているものなんでしょうか。

○橘木山村・木材振興課長 36キロまいたわけ

なんですけれども、この試験地の赤で囲まれた

部分については、11月に除草剤を散布したエリ

アでございますので、記載はございませんけれ

ども、その横で模擬材を散布したところでござ

います。

そちらの部分につきましては、エリアを設定

をして同じようにまいたのですが、10メートル

の高さですとか、20メートルの高さではどうか

とか、そういった試験をしながらの飛行になり

ました。おおむね、想定されたエリアにはまけ

たのですが、一部はやはり風に流されたりして

おります。まく際は、ヘリコプターがホバリン

グをしながらまくことになりますので、やはり

均一に散布することが難しいと。地形とか、そ

のときの風速、風の向き、そのあたりをしっか

り把握できた上でまくことが、自動でまくため

には必要だということが明らかになったところ

でございます。

○横田委員 薬の影響は、結局、風に流されて

目的のエリア以外のところに飛んでいった部分

も考慮しながら検証しないと、本当の結果が出

ないのではないかなと思うんですけれど、その

あたりはいかがですか。

○橘木山村・木材振興課長 模擬材の散布は３

月に行ったのですが、この赤で囲まれた部分に

ついては11月に行いまして、それについては、

やはり自動航行の技術がまだ確立されていない

ということがございましたので、人がリモコン

操作で気をつけながらまいたということで、農

薬の散布については、その場所に一定の量が落

ちたと考えております。

また、地面に落ちたかどうかにつきましては、

この農薬自体が、葉とか茎への吸着を目的とし

ておりますので、一面覆われていれば、地面の

ほうにこぼれ落ちるものは少ないというふうに

考えてはいるところでございます。

○山下委員 実証結果で、環境評価については

問題ないという結果が出ているんで安心したと

ころなんですが、今もう既に、この除草剤を使

うことには、いろんな団体がいて、いろんな反

対の動きも出てきているんですけれども、私た

ち担当の委員会として、自信を持って大丈夫だ

よということを言っていいのか、そこあたりは

いかがでしょうか。

○橘木山村・木材振興課長 今回の実証事業で

は、無人航空機と林地除草剤を組み合わせた技

術の開発を目的としております。その一つの大

きな柱が除草剤の安全性だろうと思います。

昭和57年に農薬登録されまして、これまで多

い年で全国では4,000ヘクタール程度、最近は使

用量が減ってきて、28年度は70ヘクタール程度

でまかれています。その間、大学などのいわゆ

る関係機関等で、河川への影響評価を行ってお

りますが、そういった報告を読んでも、悪影響

があったといったようなことはございませんで

した。私どもは、その論文を信じるわけではな

く、独自に散布試験を行って実証をしたいと考
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えております。その結果については、水質調査

結果として資料で示しておりますように、散布

直後、それから降雨後についても基準値を上回

るようなことはなく、一定の安全性は確保でき

たのかなというふうに思っております。

ただ、自動的にまく技術が、まだ確立されて

いないと。その解決策として、技術評価委員会

では、今の衛星データではなくて、今、４機体

制で日本上空を回っております準天頂衛星「み

ちびき」を使って、農業の分野ではトラクター

を自動で航行させる技術などが進められており

ます。そういったものを活用して技術が確立さ

れること、それと散布する際、詰まる現象が発

生しましたので、そういう散布する装置の改良

等を、今メーカー等に要望しているところでご

ざいます。

ですから、そういった技術的な課題が解決さ

れて、初めてまくことができる状況になるのか

なというふうに思っております。事業は終了し

ましたので、散布自体は当面行うことは考えて

いないんですけれども、我々としても、まだこ

の独自の調査が１カ所しかないと。できれば積

み上げたいのですが、じゃあ実証を再度やるの

かという検討をする場合は、やはり賛否両論が

あることは承知しておりますので、関係者を初

め、県民の皆様のさまざまな声に十分配慮して、

慎重に判断してまいりたいと思っております。

○山下委員 先ほども議論がありましたように、

この山のいろいろな手入れをするのに、人手不

足で非常に困っているわけです。ですから、こ

ういうものが確立されると、すごく山のために

はいいと思うんです。ですから、部長、どうか

予算をどんどんこんなものにつけて、宮崎県で

試験をやっていただいて確立をしていただくと。

私は、これは非常に宮崎県の山のためにはいい

ことだと思いますので、技術の確立をきっちり

やっていただく。技術的なものは今から絶対よ

くなりますよ。絶対によくなって進んでいくわ

けですから。一番言われるところは環境面だと

思うので、そこの立証さえできれば、私は全国

でこういうことを取り入れて、取り組んでいく

のではないかなと思いますので、ぜひ前向きに

やっていただきたいと思います。

○佐野環境森林部長 状況としましては、山村

・木材振興課長が説明したとおりなんですけれ

ども、実証試験で予定していた除草剤の散布は

終了したということで、当面は散布する予定は

ありません。

ただ、説明にありましたように、無人ヘリの

自動航行については、まだ新たな技術が必要な

状況であります。例えば、地形や風向き、そう

いった条件も踏まえて、きちんと動けるという

ことが、やっぱり実証されないと、技術が開発

されないと、なかなかまくことができないのか

もしれませんので、そういったところがポイン

トになるのかなと。

水質調査では、基準値を上回るような農薬成

分は検出されなかったということで、一定の安

全性は確保できたものの、まき方によっては、

状況が違ってくる可能性も十分考えられます。

やはり無人飛行機と林地除草剤を組み合わせた

技術については課題が多いということが今回の

実証試験でわかりました。特に飛行の部分での

技術開発が、今後この事業を進める、研究を進

める上での大きな課題で、その解決が前提にな

るのかなというふうには考えております。

先ほど賛否両論あるということで、やはり林

業の、特に下刈り等における人手不足というの

はやはり解決すべき課題であるということは十

分理解しておりますし、そういったところにつ



- 25 -

令和元年６月19日(水)

いての要望もあったので、こういった事業を始

めたという経緯もございます。

そういった中でも、やはり自然環境に対する

配慮というのを求めると、風評的なこともある

でしょうし、イメージダウンなどにもつながる

部分もありますので、そこはやはり県民の皆さ

んのいろいろな声にきちっと耳を傾けながら対

応していく必要がある。そういった意味で、そ

ういったことを実施する場合には慎重に判断し

てまいりたいと考えているところです。

ただ、こういった下刈り等が大変だというこ

とで、やはりクリーン作業の省力化、林業の軽

労化というのは担い手を確保する上で重要です

ので、これはそういった形で慎重に判断しなが

らやっていくということで考えてはおりますけ

れども、この除草剤だけが軽労化の方法という

わけではございませんので、例えば、下刈りを

省力化する方法として、刈り方や冬の下刈りと

か、あるいは機械化というようなこともあろう

かと思います。あくまでも除草剤は、その一つ

の方法であろうとは考えています。

現在、国のほうでもスマート林業という形で、

この前、国に陳情要望に行ったときに、農林水

産大臣や林野庁の次長さんからも、そういった

研究もしているという話がありましたので、そ

ういった状況も踏まえながら、今後、この取り

扱いは考えていきたいと考えております。

○山下委員 もともとこういう無人ヘリを使っ

た薬剤散布は、水稲が一番早く取り組んだんで

すね。水稲も最初始めたときは、オペレーター

がうまくなくて、隣のお茶畑にかかったとかい

ろんな苦情がありましたけれども、現在、非常

に確立されて、水稲の薬剤散布は無人ヘリを使

うのが、もう常識になっていますので、恐らく

技術は上がっていくと思います。水稲と違って、

山は本当に困難なんですよ。ですから、こうい

うものでやれると、非常に管理がよくなると思

いますので、ぜひ前向きに検討をしていただき

たいと思います。

○横田委員 私ももともと農家で、除草剤が開

発されて、農家の作業がどれだけ楽になったか、

実感でわかっているんですけれど、当然、山の

下刈りもすごい重い労働で、これを除草剤で解

決できるんだったら、すごく楽になっていいと

は思うんです。でも今回は0.36ヘクタール、ほ

んのわずかな面積なんですけれど、宮崎県全体

の山に農薬で除草剤をまくということになると、

やっぱりイメージ的なものがありますよね。先

ほど部長が風評被害の話をされましたけれど、

ほかの農水産物に対する影響も出てくる可能性

もありますので、そういった、山だけではなく

て、ほかの県全体の農水産物のことも考えて判

断をすることが大事じゃないかなと私は思って

いるところです。

○佐藤委員 下刈りは、林業の中で一番大変な

仕事なんですよね。この下刈りがなければ林業

従事者はふえると思うんです。森林組合も、素

材生産だけであれば作業者はふえたんですが、

この下刈りを夏場にしてもらったらすぐやめる、

１日でやめる、昼でやめると、そのぐらい大変

なんです。しかし、その仕事をしないと山が育

たない、杉苗が大きくならない、雑草に負けて

しまう。それを農薬で補うことができれば、こ

れは非常にいいと。この事業は、ヘリコプター

で自動でまく事業でありますので、それとは別

の話になりますが、農薬で済むのであれば、そ

れが非常にいいと思います。

先ほど山下委員からもありましたけれど、水

稲は除草剤をまいているわけです。全員ではな

いけれど、ほとんどまいている。それで問題が
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ない。私も米をつくっていますが、今田んぼの

中に一つ落とせば、それで全部広がって、除草

の効果があるということなんです。これは、田

の中に入ってコロコロやって除草をしていたこ

ろに比べれば非常にありがたい。田んぼを守る

ために草を殺さざるを得ないからやっているわ

けです。山を守るために雑草を殺さないといけ

ないから下刈りをしているわけですが、農薬で

済むのであれば、これは非常にありがたい。山

を守るためにですね。先ほど横田委員が言われ

ましたけれども、これを県内全域でまいて、環

境問題が起きるか起きないかというのはわかる

わけですか。多分、決められた広さにまくので

あれば、問題はないだろうと私は考えるんです

よ。

それから、このザイトロンフレノック微粒剤

は、昭和57年の農薬です。もっと新しいのは出

ていないのか。

それから、この実証試験ですけれども、今ド

ローンが出ています。田んぼに農薬をふってい

るのもこのヤマハのでふっていますけれども。

ドローンのほうが、もっと進んでいるのではな

いのかと。

それから、まき方も、わざわざヘリとかドロ

ーンとかそういうものを使わずに、鎌を持って

入るんじゃなくて、人間でまくこともできるわ

けです。刈るより、まくほうが疲れないです。

それではいけないのか、そのあたりのところで

すよ。研究されているのであれば、もう少し情

報というか。刈払いを持って足を切ったりする

危険性のある作業よりも、ちょっと高いところ

からぱっとまいて、そのあたりの除草ができる

のであれば、そのほうが楽であります。山を守

るためにせざるを得ない仕事をしているわけで

すので、そのあたりはいかがでしょうか。

○野﨑委員長 暫時休憩いたします。

午前11時57分休憩

午前11時57分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

それでは、引き続き委員会を続けます。

○橘木山村・木材振興課長 今委員から御指摘

のあった点なんですけれども、県内全部でまい

て、その影響がわかるのかということなんです

が、確かに今回の試験は小規模な面積で、いわ

ゆる技術的にどうかというのを実証するためで

ございまして、大規模な面積、エリアを設定を

して、実証に踏み出さないと、その影響はわか

らないと。技術開発委員会の中での議論では、

やはり直下に渓流がある場合は、危険性を考え

て、ある一定の緩衝帯を設けたほうがいいとか、

あと水源林や市街地など影響のあるところは場

所を選んで行うべきだとか、そういったような

意見もいただいております。

ですから、そういった意見も踏まえて、そう

いう大規模な面積で影響があるのかないのか実

証に踏み出す際にも、先ほど部長が申したとお

り、さまざまな意見がありますので、慎重に判

断してまいりたいと思っております。

それから、２点目の、ザイトロンフレノック

以外にないのかというお話なんですけれども、

ございます。ザイトロンフレノックではなくて

フレノックがつかないザイトロンという商品が

ございまして、それについては、用量がヘクタ

ール当たり100キロではなくて、50キロになって

おりますので、まく手間も改善されてはいるの

ですが、まだ農薬登録がされて新しいというふ

うに聞いております。県内の気候に合うのか、

どういったものなのかは、もしまくのであれば、

実証に踏み出さないとわからないと思っていま
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すが、農薬登録をされています。これは農薬取

締法でしっかり人体や環境への影響がないと

いったことを国のほうで確認されて、登録され

たわけでございますので、県独自にそういった

こともやりたいと思っております。

それと、あと、まき方についてでございます。

ドローンがあるのに、なぜかということなんで

すが、ドローンの積載重量はヘリに比べてかな

り小さく、３分の１程度しかございません。具

体的には、大型のドローンでも10キロ程度であ

るのに対し、ヘリは35キロ程度まで積めると。

より効率的に大容量をまくことができるという

ことでありますので、そういった液状のものに

ついては、農地等でも試験的な実証が進んでは

いるところなんですけれども、そういったもの

も踏まえて、ヘリを選択したと。

あと、人の手でまいてはどうかという話なの

ですが、それについても、他県で実は実績がご

ざいまして、そちらを見ますと動力噴霧器を使っ

てまかれております。これはザイトロンフレノッ

ク微粒剤でございます。それについては、実証

もされておりまして、下刈りの作業時間が５分

の１に減ったといった報告がなされているとこ

ろでございますので、その部分も踏まえて、何

回も言いますけれども、実証に新たに踏み出す

のか、慎重に判断していく必要があると考えて

おります。

○野﨑委員長 暫時休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後０時１分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、以上をもちまして、

環境森林部を終了いたします。執行部の皆様、

お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後０時２分休憩

午後１時８分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。なお、委員の質疑は執行部の

説明が全て終了した後にお願いいたします。

○坊薗農政水産部長 農政水産部でございます。

よろしくお願いいたします。

最初に、お礼を申し上げたいと思います。野

﨑委員長におかれましては、６月６日の宮崎県

ＳＡＰ会議連合代表者会議に出席いただき、Ｓ

ＡＰ会に対しまして激励の言葉をいただきまし

た。本当にありがとうございました。

それでは、座って説明させていただきます。

常任委員会資料の目次をごらんください。

本日、農政水産部からは、６月定例県議会提

出議案が１件、同じく提出報告が３件、その他

報告事項が５件ございます。

まず、資料の１ページをごらんください。

令和元年度農政水産部６月補正予算（案）編

成に係る基本的な考え方についてでございます。

本県の農水産業は、ＴＰＰ等に代表される国

際競争の激化や高齢化等による担い手の減少、

労働力不足といったさまざまな課題に直面して

おり、特に中山間地域では顕著な状況となって

おります。

このような中、令和元年度は、骨太の骨格予

算として編成した当初予算における取り組みに

加えまして、今回、人口減少によって生じる課



- 28 -

令和元年６月19日(水)

題を克服し、地域経済を牽引する産業として本

県農水産業を持続的に発展させるため、宮崎県

人口減少対策基金を活用し、①の「人を呼び込

む」移住・ＵＩＪターン、定住の促進としまし

て、市町村と連携し、国の事業の対象にならな

い親元就農者等への支援、②の外国人材の受け

入れに向けた環境づくりとしまして、外国人材

を受け入れるための仕組みづくりや環境整備、

③の「産業の魅力を高める」雇用環境づくりと

いたしまして、他産業からの参入による魅力あ

る雇用創出やスマート農業による働き方改革の

産地実証、中山間地域への就農・定着の一体的

支援といった取り組みを重点的に進めながら、

本県農水産業の成長産業化を一層加速してまい

りたいと考えております。

なお、先ほど骨太の骨格予算と申し上げた当

初予算におきましては、先月の常任委員会でも

御説明しましたとおり、本県農水産業の成長産

業化を目指して引き続き長期計画の着実な推進

を図るため、資料下段にあります３つの重点プ

ロジェクトを強力に推進してまいりたいと考え

ております。

続きまして、資料３ページをごらんください。

まず、令和元年度宮崎県一般会計補正予算（第

１号）についてでございます。

今回の６月補正につきましては、下の課別集

計表、６月補正額の列、一般会計の合計の欄に

ありますように、５億3,277万3,000円の増額を

お願いしております。

この結果、特別会計と合わせた農政水産部全

体の補正後の額は、補正後の額の列の一番下に

ありますとおり、420億182万5,000円となります。

次に、21ページをごらんください。

議会提出報告についてでございます。

まず、損害賠償額を定めたことについてでご

ざいますが、これは、県有車両による交通事故

に関する報告でございます。

22ページをごらんください。

平成30年度宮崎県繰越明許費繰越計算書及び

平成30年度宮崎県事故繰越し繰越計算書につい

てでございます。

続きまして、23ページをごらんいただきたい

と思います。

ここからが、その他報告になりますけれども、

今回、農畜水産物の輸出拡大に向けた取組方針

の概要についてなど５項目について御報告をさ

せていただきます。

これらの詳細につきましては、担当課・室長

から説明させていただきますので、よろしくお

願いいたします。私からは以上でございます。

○鈴木農政企画課長 農政企画課でございます。

この後、担当課より予算について御説明をさ

せていただきます。

まず初めに、農政企画課から御説明をいたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料の79ページをお開

きください。

農政企画課の６月補正額は、一般会計のみ

で3,560万円の増額補正をお願いしております。

この結果、６月補正後の予算額は、右から３

番目の欄に記載してございますが、15億6,851万

円となります。

内容につきまして御説明します。

81ページをお開きください。

（事項）中山間地域活性化推進費の１、中山

間地域所得向上支援事業において、3,060万円の

増額をお願いしております。

この事業は、中山間地域の所得向上を支援す

るため、意欲ある農業者等が収益性の高い農産

物等の生産等に取り組むため、整備する施設等
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に補助するものでございます。今回、日向市に

おいて整備する低コスト耐候性ハウスに対し補

助するものでございます。

次に、２の新規事業「元気な中山間地域創出

モデル事業」につきまして、500万円の増額をお

願いしております。

この事業は、中山間地域の特色を生かし、地

域資源の維持・継承に向けた地域活性化につな

がる取り組みに対し、総合的に支援するもので

ございまして、今回、高千穂町が訪問者交流や

営農体験受け入れのために設置する休憩施設等

に対し補助するものでございます。

農政企画課からの説明は以上でございます。

○愛甲農業連携推進課長 農業連携推進課でご

ざいます。

歳出予算説明資料の83ページをお開きくださ

い。

当課の６月補正額は、一般会計のみで741

万4,000円の増額をお願いしております。この結

果、６月補正後の予算額は右から３番目の欄で

ありますが、18億1,624万8,000円となります。

内容につきましては、85ページをお開きくだ

さい。

（事項）農産物高品位生産指導対策費の説明

の欄にあります１の（１）新宮崎県版ＧＡＰ緊

急拡大事業について741万4,000円を増額するも

のであります。

これは、本県におけるＧＡＰの認証の取得拡

大を図るため、ＧＡＰの指導者や審査員を育成

するための研修を実施するとともに、地域のモ

デルとなる農業者等に対し、認証取得のための

審査費用や研修受講費等について支援するもの

で、今回の増額はＧＡＰの認証取得支援に係る

予算について国庫補助決定がなされたことに伴

うものでございます。

説明は以上です。

○日髙農業経営支援課長 農業経営支援課でご

ざいます。

引き続き、歳出予算説明資料の87ページをお

開きください。

当課の６月補正額は、一般会計で5,820万8,000

円の増額をお願いしておりまして、補正後の予

算額は、右から３番目にありますように、53

億5,584万8,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

89ページをお開きください。

ページ上段の（事項）農業経営改善総合対策

費の１、みやざきスマート農業加速化事業400万

円の増額であります。

これは、農林水産省の平成31年度当初予算に

おける事業採択に伴うものであります。事業内

容は、担い手の高齢化・労働力不足といった産

地の課題解決のため、先端技術を取り入れた新

たな営農技術体系を検討する取り組みを支援す

るもので、今年度は、県内２地区で取り組むこ

ととしております。

次に、中ほどの（事項）青年農業者育成確保

総合対策事業費の１の新規事業「みやざき農水

産業人材投資事業」及び２の新規事業「「地域と

創る」新たな農業参入雇用創出事業」につきま

しては、後ほど常任委員会資料で御説明いたし

ます。

次に、下段の（事項）担い手育成総合対策事

業費の１、新規事業「農水産業における外国人

材の定着促進事業」につきましても、常任委員

会資料で御説明いたします。

それでは、常任委員会資料の５ページをお開

きください。

みやざき農水産業人材投資事業のうち、農業
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人材投資事業について御説明いたします。

１の事業の目的・背景にありますとおり、市

町村と連携し、国の農業次世代人材投資事業の

交付対象とならない新規就農者等を支援するこ

とにより、本県農業への就農促進を図るもので

あります。

事業内容につきましては、右側６ページのポ

ンチ絵をごらんください。

上段の課題にありますとおり、2015年の農林

業センサスの調査結果では、県内販売農家の約

６割で後継者が不在となっており、今後、本県

の農業生産力が急速に低下するおそれがあるこ

とや、農業後継者への支援が不十分との意見が

あり、親元で就農する後継者への支援が必要で

あると考えております。

そのような中、中段の表の左側にありますと

おり、国の農業次世代人材投資事業においては、

農家の子弟が就農する場合には、新たな作目の

導入など、新規参入者と同等の経営リスクを負

うと市町村長に認められる必要があるため、事

業の交付対象者にならない場合がございます。

このため、右側にありますように、国の事業

の交付対象者にならない農家子弟等が規模拡大

を行う場合に、市町村等と連携し、経営開始の

資金として最大100万円を交付することとしてお

ります。

５ページに戻っていただきまして、２の事業

概要の（１）にありますとおり、予算額は2,750

万円、事業期間は令和４年度までの４カ年を予

定しております。

続きまして、常任委員会資料の７ページをお

開きください。

「地域と創る」新たな農業参入雇用創出事業

でございます。

１の事業目的にありますとおり、市町村と連

携し、農地、施設、支援策などが一体となった

参入チャレンジパッケージを構築した上で、誘

致活動を展開し、企業の農業参入を通して雇用

を創出しようとするものでございます。

事業内容につきましては、右側８ページのポ

ンチ絵をごらんください。

まず、図の上段、①地域提案型誘致活動推進

事業におきまして、企業の農業参入促進に積極

的な意向を示しております市町村と連携しまし

て、農地、施設や支援策などを一つのパッケー

ジ化し、展示会出展などの誘致活動を展開して

まいりたいと考えております。

次に、図の中段左にあります②参入チャレン

ジファーム展開支援事業におきまして、中段右

のイメージにありますように、農業団体や地元

企業などの運営主体が施設等を整備し、参入企

業が一定期間、ハウス等の初期投資を抑えつつ、

農業に参入できる参入チャレンジファームを展

開します。

この事業におきまして県は、チャレンジファ

ーム運営主体に対する施設整備等の支援を実施

するとともに、参入企業に対する技術及び経営

の伴走指導を行います。

さらに、これとあわせまして図の下段にあり

ます③雇用創出支援事業におきまして、チャレ

ンジファーム参入企業に対し、雇用者数に応じ

た補助を行うこととしております。

本事業により、県外企業の社員などの本県移

住や県内新卒者の流出抑制、さらには魅力ある

雇用の場の創出により、就業者の定着が図られ

るものと考えております。

７ページに戻っていただき、２の事業概要の

（１）にありますとおり、予算額は2,120万8,000

円、事業期間は令和３年度までの３カ年を予定

しております。
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続きまして、常任委員会資料の９ページをお

開きください。

農水産業における外国人材の定着促進事業の

うち、農業外国人材確保対策事業でございます。

１の事業の目的・背景にありますとおり、農

業に新たな外国人材を受け入れるための仕組み

づくりや環境整備を行い、新たな外国人雇用制

度のもとでの円滑な外国人材の活用と着実な定

着を図るものであります。

事業内容につきましては、右側10ページのポ

ンチ絵をごらんください。

上段の課題にありますとおり、労働力不足に

より、農林業における外国人労働者数が年々増

加する中、将来にわたり外国人材を安定確保す

るために、地域の受け入れ体制づくりや新たな

外国人材を育成する仕組みづくりが必要となっ

ております。

このため、取組内容の１にありますとおり、

新たな外国人材の受け入れ体制整備に向けて、

ベトナムといった本県がつながりを有する送り

出し国と連携するための協議や、特定技能在留

資格を無試験で申請できる技能実習修了者の労

働実態等の調査、農業分野で実施できる特定技

能外国人の人材派遣方式のモデル実証等に取り

組むとともに、２にありますとおり、ＪＡが技

能実習生を受け入れる農作業請負方式技能実習

の実施に向けて、ＪＡ等に対する制度説明やＪ

Ａでのモデル実証を実施することとしておりま

す。

９ページに戻っていただきまして、２の事業

概要の（１）にありますとおり、予算額は550万

円、事業期間は令和３年度までの３カ年を予定

しております。

農業経営支援課は以上でございます。

○菓子野農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。

引き続き、歳出予算説明資料の91ページをお

開きください。

農産園芸課の６月補正額は、一般会計のみで、

１億3,369万6,000円の増額補正をお願いしてお

ります。

この結果、６月補正後の予算額は、右から３

番目の欄でありますが、30億4,625万6,000円と

なります。

内容につきましては、93ページをごらんくだ

さい。

ページ上段の（事項）強い産地づくり対策事

業費の説明欄の１「農業用ハウス強靱化緊急対

策事業」で9,600万円の増額、続きまして、中ほ

どの（事項）スマート農業産地づくり事業費の

説明の欄の１「スマート農業による働き方改革

産地実証事業」で3,769万6,000円の増額で、２

つの新規事業の補正をお願いしております。

それぞれの事業内容につきましては、常任委

員会資料で御説明いたします。

常任委員会資料の11ページをお開きください。

まず、農業用ハウス強靱化緊急対策事業でご

ざいます。

内容につきましては、12ページで御説明いた

します。

本事業は、１の事業の目的・背景にございま

すとおり、国は平成30年度の災害を受け、重要

インフラの機能確保について防災・減災、国土

強靱化のための３か年緊急対策を策定し、この

中で、施設園芸につきましても緊急対策として、

本事業を30年度から３年間で集中して実施する

ことになりました。30年度は補正予算でござい

ます。

これを受けまして、本県では、耐候性が十分

でなく補強等が必要な農業用ハウスへの緊急支
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援に取り組みたいと考えております。

次に、事業内容ですが、中ほどの欄にありま

すとおり、①被害防止技術講習会等の開催と②

既存ハウスの補強等対策の実施の二つの事業が

ございます。

まず、①被害防止技術講習会等の開催では、

補強や保守管理のための講習会の開催や昨年度

作成しております被害軽減対策マニュアルを用

いまして被害対策を推進いたします。

次に、②既存ハウスの補強等対策の実施では、

下の写真に事例でお示ししておりますが、陸梁

などの補強資材を用いたハウス本体の補強や防

風ネットの設置等に対して支援を行います。

補助率といたしましては、①講習会等の開催

等は定額、②補強等対策実施は２分の１となっ

ております。

なお、補強等対策実施につきましては、園芸

施設共済への加入等が要件となります。

左ページに戻っていただきまして、２の事業

概要にございますとおり予算額は9,600万円。事

業期間は、令和２年度までの２カ年を予定して

おります。

続きまして、13ページをお開きください。

スマート農業による働き方改革産地実証事業

でございます。

本事業は、右の14ページで御説明いたします。

スマート農業を産地で使いこなすことで、就

業環境を改善し、若者や新規就業者の参入・定

着を促進するものでございます。

事業は、１の実証事業と２の人材育成事業で

構成されております。

まず、１の実証事業は、中段にございますと

おり公募提案方式とし、例えば労働時間の削減

や労働負荷の軽減など、人口減少対策に資する

要件を設定し、採択することとしております。

応募イメージとしましては、例１の自動化体

系では、トラクターの自動運転により飛躍的な

省力化、未熟練者でも高度な作業が可能な環境

の整備や、また、例２の拘束時間の削減では、

繁殖雌牛の遠隔監視で、発情観察などの拘束時

間を削減する提案などを想定しております。

次に、２の人材育成事業です。

本事業では、最先端研究を担う国の試験研究

機関や民間企業が主催する研修会等への地域リ

ーダーや研究員の研修派遣や、専門家を招聘し、

産地の人材を指導することでスマート農業を現

場で牽引する人材や地域で産地実証に取り組む

人材の育成を進めてまいります。

なお、本事業の取り組み成果は、就農相談や

農業法人への啓発に活用し、若者や新規就業者

の参入・定着に着実に結びつけ、宮崎から新し

い農業のイメージを発信してまいりたいと考え

ております。

左ページに戻っていただきまして、２の事業

概要にありますとおり、予算額は3,769万6,000

円、事業期間は令和３年度までの３カ年を予定

しております。

農産園芸課の説明は以上でございます。

○福井水産政策課長 水産政策課でございます。

歳出予算説明資料の95ページをお開きくださ

い。

当課の６月補正予算額は、一般会計で3,617

万8,000円の増額補正をお願いしております。

この結果、６月補正後の一般会計の予算額は、

右から３番目の欄にありますように18億631

万4,000円、特別会計を合わせた全体の予算額

は20億5,307万8,000円となります。

それでは、補正の内容について御説明いたし

ます。

97ページをお開きください。
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（事項）資源管理対策費の１、新規事業「シ

ラスウナギトレーサビリティ手法検討事業」に

おきまして、517万8,000円の増額をお願いして

おります。

この事業は、国の新規事業にモデル地区とし

て参画し、本県におけるシラスウナギの流通実

態を把握し、課題の抽出を行った上で、関係者

を交えた検討会を通じて本県の流通実態に即し

たトレーサビリティー手法を検討するものでご

ざいます。

次に、（事項）地域漁業経営改革対策費の１、

新規事業「農水産業における外国人材の定着促

進事業」でございます。

事業内容につきましては、常任委員会資料で

御説明いたします。

常任委員会資料の15ページをお開きください。

農水産業における外国人材の定着促進事業の

うち、雇用型漁業労働力安定確保対策事業でご

ざいます。

まず、１、事業の目的・背景でございますが、

水産業に新たな外国人材を受け入れるための仕

組みづくりや環境整備を行い、新たな外国人材

の活用と定着を図るものであります。

事業内容の詳細につきましては、16ページの

ポンチ絵を使って御説明いたします。

現状にありますとおり、本県漁業生産額の約

９割を占めております雇用型漁業は、多くの外

国人材により支えられております。

具体的には、円グラフのとおり、カツオ一本

釣りやマグロ延縄漁業などで本県在住の技能実

習生及びマルシップ船員と呼ばれる海外在住の

まま雇用されるマグロ漁船員の活用が既に進ん

でいるところです。

課題にありますとおり、今後は、新制度のも

とで外国人材を確保する地域の受け入れ体制の

充実や外国人材に新たな技能を習得させる仕組

みづくりが求められております。

このため、事業内容にありますとおり、外国

人材の活用に伴う手続などに要する人材の雇用

に対する支援や、例えばカツオ一本釣り漁業の

技能実習修了生が、マグロ延縄漁業の特定技能

へ移行する際に必要となる新たな技能習得のた

めの研修等に対する支援を行うものでございま

す。

これらの取り組みにより、本県漁業への外国

人材の着実な定着を図りたいと考えております。

15ページに戻っていただきまして、２、事業

の概要の予算額は3,100万円、事業期間は令和３

年度までの３カ年を予定しております。

水産政策課の説明は以上でございます。

○外山漁村振興課長 漁村振興課でございます。

歳出予算説明資料の漁村振興課のインデック

スのところ、99ページをお開きください。

漁村振興課の６月補正予算額は、一般会計の

みで２億3,867万5,000円の増額補正をお願いし

ております。

この結果、補正後の予算額は、右から３番目

の欄ですが、45億1,260万1,000円となります。

それでは、その内容について御説明いたしま

す。

101ページをお開きください。

（事項）漁業生産担い手育成事業費ですが、497

万5,000円の増額でございます。これは、人口減

少対策に伴う補正で、説明欄の新規事業の１「み

やざき農水産業人材投資事業」を実施するもの

でございます。

詳細につきましては、後ほど別冊の常任委員

会資料で御説明いたします。

次に、（事項）漁業経営構造改善事業費１

億5,370万円の増額でございます。これは、国庫
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補助決定に伴うもので、説明欄１の水産業強化

支援事業で、宮崎市において新たに養鰻場の整

備を行うものです。

現在、本県のウナギの養殖生産量は、全国第

３位となっておりますが、本事業に取り組むこ

とにより養鰻業の生産性を高めるとともに、養

鰻業を含めた関連産業の振興を図るものでござ

います。

次に、（事項）県単漁港建設事業費です

が、8,000万円の増額でございます。本事業は、

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対

策に基づく事業と連携し、漁港施設のより有効

的な利用を促進するとともに、漁港海岸の老朽

化対策や地震・津波対策のための施設を整備す

るものであります。

事業の内容は、土々呂漁港ほか５漁港で、漁

港の附属施設や船をつなぐ係留施設、漁港の海

岸保全施設の整備を行い、近年大型化し、甚大

な被害をもたらす台風や津波などの災害等に対

して、漁港及び背後集落の安全対策、災害の拡

大防止を図ってまいります。

それでは、別冊の常任委員会資料に戻ってい

ただきまして、17ページをお開きください。

みやざき農水産業人材投資事業のうち、水産

業人材投資事業でございます。

まず、１の事業の目的・背景ですが、本事業

は、市町と連携し、国の次世代人材投資事業の

交付対象とならない就業希望者を支援するとと

もに、農業と同様に、新規就業者に対する経営

開始初期の経営安定対策を実施することにより、

水産業への就業促進を図るものであります。

右のページのポンチ絵をごらんください。

現状と課題ですが、右上の図に階層別の漁業

経営体を示しております。沿岸漁業層が減少し

ており、沿岸漁業者の確保が喫緊の課題となっ

ております。

対応につきましては、次のとおりです。中段

左側に現行事業、右側に新規事業を示しており

ます。また、中ほどに太い横点線がございます

が、上が経営開始前、下が経営開始後の支援で

ございます。

まず、左上の、現行事業である国の次世代人

材投資事業（準備型）ですが、対象は、県立高

等水産研修所の入所生で、下線部のとおり、３

親等以内の親族が経営する機関に就業するいわ

ゆる親元就業は対象外となっております。

このため、右側に示しております本事業の後

継者準備型で、この対象外となっている親元就

業者に市・町と合わせて、国と同額の最大137

万5,000円を交付するものです。

また、左下に示しておりますように、漁業に

は農業のような経営開始型の国の資金交付制度

がございません。

このため、右側に示しております本事業の沿

岸漁業経営開始型では、減少の著しい沿岸漁業

者等の新規就業者のうち、自営独立就業者及び

親元就業者に、着業に必要な資金を市・町と合

わせて最大100万円を交付するものでございま

す。

左の17ページに戻っていただきまして、２の

事業概要にありますとおり、補正予算額は497

万5,000円、事業期間は令和４年までの４年間で

ございます。

漁村振興課の説明は以上でございます。

○谷之木畜産振興課長 畜産振興課でございま

す。

お手元の歳出予算説明資料の103ページをお開

きください。

畜産振興課の６月補正額は、一般会計で2,300

万2,000円の増額補正をお願いしております。
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その結果、補正後の予算額は、右から３列目

でございますけれども、54億338万8,000円とな

ります。

それでは、内容について御説明いたします。

別冊の常任委員会資料の19ページをお開きく

ださい。

「「稼げる農」で呼び込む中山間地域移住定着

促進事業」でございます。

右側の20ページをごらんください。

本事業は、上段、事業の目的にありますとお

り、狭小な土地においても収益が見込める肉用

牛や養鶏、施設園芸や果樹を核に、ＵＩＪター

ン者を新たな農業の担い手として呼び込むもの

であります。

具体的には、ステップ１としまして、市町村

が中心となり、ライフステージに応じた経営モ

デルから技術習得のための研修や住宅や農地の

あっせん、関係機関によるフォローアップまで

を含めたＵＩＪターン者向けの受入パッケージ

計画を策定しまして、所得など移住後のライフ

プランを見える化することにより、安心して移

住できる環境であることを提示いたします。

次に、ステップ２として、就農に必要な技術

についてトレーニングセンターや篤農家など実

践農場で研修を行ってもらいます。

研修後は、ステップ３、就農に向けた初期整

備等の支援として、簡易な敷地造成や機械の整

備等について支援いたします。

これらの取り組みによりまして、右下の効果

にありますとおり、新たな担い手の確保を初め、

中山間地域の活性化等が図られるものと考えて

おります。

19ページに戻っていただきまして、２の事業

概要でありますが、予算額は2,300万2,000円、

事業期間は令和４年度までの４年間を予定して

おります。

畜産振興課の説明は以上であります。

○野﨑委員長 執行部の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○佐藤委員 畜産振興課の稼げる農で呼び込む

中山間地域移住定着促進事業ですが、新たな担

い手を呼び込むための施設整備などということ

ですけれども、これは新たな施設だけですか。

例えば、もうやめるという人たちの施設を使っ

てとか、それにちょっと手を加えるとか、そう

いうことには使えないんでしょうか。

○谷之木畜産振興課長 基本的に、畜舎等の新

設については国庫補助等を使って整備していた

だきますけれども、その国庫補助事業で対象に

ならない簡易な整備とか敷地造成といったもの

についてこの事業で対応したいと考えておりま

す。

○佐藤委員 前にも話したと思うのですが、や

める人たちの畜舎等を新たな人が引き継ぐとい

うような事業はこれとは別にありますか。

○日髙農業経営支援課長 今、委員のおっしゃっ

た内容につきましては、本年度から県単の新規

事業で、承継事業を創設しておりまして、そこ

でリタイアされる方の有形資源等を有効活用で

きるような仕組みをつくっています。常任委員

会資料２ページの左側上段の人財の育成のとこ

ろに、みやざき農業の魅力アップ！農業経営資

源承継モデル構築事業とありますが、この事業

で、今、委員がおっしゃったような内容につい

ては対応できることになっております。

○佐藤委員 というのも、私たちが地域を回る

と、畜産についても昔から人の住むところのそ

ばに畜舎を持ちながらずっと生活してきている

んですが、そういう畜舎がそのまま残ったりす

る、家もそのまま残っていく。これは空き家対
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策とも関連するかもしれませんけれども、そう

いう家と畜舎が身近にある畜産業、農業を営ん

できたけれど、その跡取りがいないまま、ぽん

と空くところがあるわけです。

そういうものでも、空き家対策も含めてまだ

まだ使えますよというようなものを、畜舎も含

めて、それを引き継ぐ人を調整する、マッチン

グする、あっせんする、紹介する、というよう

なことがあるといいなと。そういうのを探して

いる人もいると思うんです。そういう大規模に

やっていた人たちというのをよく聞くんです。

私の地元はそこまで大きくやっていませんが、

都城あたりでは結構大きくやっていたけれども、

家も空いた、誰もいない、その後畜舎も空いた

と、これをどうしようかと悩んでいると。そう

いうのはどこかに話をしましたかというと、し

ていないと。それほどのものがあるなら、それ

を引き継いでやりますよと、それだけあれば十

分できますよというような施設があることを紹

介して、それを引き継がせる。

先ほどの環境森林部でも炭生産は非常に今後

の拡大が見込まれるという説明がありましたけ

れども、炭窯は昔からあったんです。その炭窯

が、新しくつくらずに古いままでも使えるもの

があるという情報をいろいろ広げれば、それを

使わせてくれ、それを使って炭を焼きますよと

いう人たちは、全国にもいると思うんです。

畜産にしても、そういうことに対して、もっ

と情報をオープンにすれば、そういうのを利用

して、畜産をやろうか、農業をやろうかと。こ

れはもう畜産だけに限らず全体的に言えると思

うんですけれども、そういうものをもう少し、

この予算とは別ですけれど、あるとすればそれ

を広げて、そういう仕組みづくりをお願いした

いと思います。

○日髙農業経営支援課長 まさに委員がおっ

しゃったような内容で、この県単事業をつくっ

ておりますので、畜産だけに限らず、園芸施設

等も対象にできることにしております。

あとは、これをしっかり今年度モデル的に組

み立てて、それを全県的に広められるように私

どもとしてもしっかり取り組んでまいりたいと

思いますので、よろしくお願いします。

○佐藤委員 少しでも早くそういう情報を出す、

また、全国的にそういう情報が出ているのか、

そういう発信がされているのかどうかわかりま

せんが、現在、そういう空き物件があるわけで

すから、そういうものを早目に発信して、少し

でも早く県外の人を。せっかくそういう設備に

お金をかけた人たちがいるわけですから、そう

いうところに呼び込んで、就農者をふやしてい

ただきたいと思います。

○井上委員 今のは、みやざき農業の魅力アッ

プ！農業経営資源承継モデル構築事業と考えて

いいんですか。

○日髙農業経営支援課長 はい、そのとおりで

ございます。

○井上委員 この事業はどこまで広げるんです

か。先ほど言われたように、ハウスが残ってい

るからとか、炭焼きの窯が残っているからとか

いろいろな問題があります。

もう一つは、宮崎のブランドと言われるよう

なものに関して後継者がいないと。今、すごく

よく動いているけれども、ただ、少なくともそ

の人に後継者がいないので、周りの人たちがそ

こを継承したいといった場合です。今、そうい

うお話をいただいているんですが、若い農業者

の人たちが、その人と一緒に残って、それを承

継していくことも可能だと思っていいですか。

○日髙農業経営支援課長 委員がおっしゃった
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ようなことは可能で、そのように私どもとして

も進めてまいりたいと思っております。

○井上委員 そういう場合、具体的にどの辺ま

で支援をするのですか。

○日髙農業経営支援課長 具体的な仕組みにつ

きましては、農業振興公社にコーディネーター

を置いて、その方にそういった空きのある施設

などの情報収集やある程度の評価額の算定をし

ていただいた上で、それを引き継ぎたいと希望

する新規就農者の掘り起こしをしていただいて、

そことマッチングをさせるような仕組みで考え

ております。

あと、技術などについても、そういうリタイ

アされる方の持っておられるノウハウ等も一緒

に引き継ぎをさせるような、そういう仕組みも

あわせてやっていきたいというふうに思ってお

ります。

○井上委員 先ほど佐藤委員が言われたように、

これは若い農業の担い手からすると、起業する

のと同じぐらいの力があるんです。だから、技

術とかそういうものの承継もしていかないとい

けない。いろんなことをしていかないといけな

い。

早目にそれが伝わっていくというか、具体性

を持ったモデル事業なんかが先にあると一番い

いわけですけれども、そういうことが非常にス

ムーズに行っている例を幾つか挙げていただい

たり、それをマスコミにも発信できるとすごく

いいなと思う。

たまたま、私に御相談があったところは養鶏

場なんですけれど、それはもう大規模にやって

おられる。そして、それは私のところのブラン

ドの中心にもなっているところなので、できれ

ば５、６年かけてでも、何年かかけてでも、ま

ずは技術を継承していかないといけない、そこ

から始めていこうと本人たちには言ってあるん

です。

そして、ちゃんと自分たちの経営計画も含め

て、事業計画を出して、それで、承認してもらっ

たら、農業振興公社とかを含めてマッチングし

ていったらいいとは言ってあるんです。まずは

自分たちで本当にやれるのかどうかというのを

やってくれというふうには言ってあるところな

んですけれど。

何にもなくてゼロから出発するのと、ある程

度のものがあって、そこに参入していく形で受

け継いでいくのはもう全然違うと思うんです。

農業大学校でやっている実践塾とかで少し教え

ていく、そして、そこを通過させてきちんとし

た自分の経営理念も持ってちゃんと事業に参入

させるとかそういうことをさせていかないとい

けないと思うんです。

ゼロよりも、これはプラスが２とか３とかあっ

て、この事業はすごく面白い、担い手の人が参

入しやすいという感じがしてならないわけです。

できたら、もう一つ皆さん方がしている、「地

域と創る」新たな農業参入雇用創出事業とマッ

チングしたような、企業と連携していくことも

含めてですけれど、そういうふうなイメージで、

何か早くモデル事業というかマスコミに載るよ

うな事業とかをつくっていただくと参入しやす

いのかなと。

私が最近思うに、雇用されることだけを考え

るのではなくて、起業することも考えていかな

いと宮崎県に残ることはできないと思うので、

そういう意味で言うと農業が起業というか参入、

マッチングするのに一番早いのではないのかな

と思って。人口減少には農業施策が一番大きな

力を発揮するんじゃないかと思って、今回、一

般質問をさせていただいたんですけれども。
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その施策は、具体的にやらないといけないの

で、その辺を市町村というか、近くのところと

どうやっていくのか。事業があるだけではダメ

で、具現性がないといけないので、そこを教え

ていただきたい。

○日髙農業経営支援課長 委員がおっしゃった

ことは非常に大事だと思っておりますし、私ど

ももそのように考えております。

具体的には、既に県内でも数十の資源の問い

合わせ等も来ています。そういったものをしっ

かりデータベース化してマッチングをさせて、

有効活用していけるようなモデルを早くつくっ

て、私どもとしても県内の市町村と連携をして、

ＰＲを行い、この事業を有効活用していきたい

と思っております。

○井上委員 ぜひ、それを形のあるもの、しゃ

べれるものにしていただけるように、ぜひお願

いしたいと思います。

だからこそ、「地域と創る」新たな農業参入雇

用創出事業に大きく手が伸びていけるか、そう

いう感じがするので。だから、農業法人づくり

をしていくということも大事なんだけれど、じゃ

あ、起業を含めて誘致企業とは違う形の、企業

としてのありようみたいなのをどうつくってい

ただけるのか。これから先の話だけれども、そ

こは予想できるような状況にはあるんでしょう

か。

○日髙農業経営支援課長 「地域と創る」新た

な農業参入ということで、既に市町村の中では、

そういった企業の参入を積極的にやりたいと

いったところも11市町村ほどございますので、

そういったところとまずはうまく連携をさせて

いただいて、本県で農業をやりたいといったよ

うな企業の参入を市町村と連携してしっかり取

り組んでまいりたいと思っています。

○山下委員 井上委員の関連ですが、この「地

域と創る」新たな農業参入雇用創出事業という

県単事業ですが、2,100万円の補正が組まれて、

参入チャレンジファーム入居法人数について、

令和元年度で０法人を令和３年度で９法人とい

うことで、年間３法人ぐらいで計画されている

のかなと思うんですけれども。事業主体は県、

市町村、農業団体、民間企業なんですが、これ

は３で割ると１法人大体700万なんですけれど

も、一つの新規参入者が入居するのに予算的に

はどれくらいを考えているのかお尋ねしたいん

ですけれど。

○戸髙農業担い手対策室長 この予算額1,700万

というのは、イメージとしてハウスを大体５反

歩から６反歩つくりまして、その中に３法人入っ

てもらって、お試しで農業をやってもらう形に

なります。そのため、ハウスを５反歩から６反

歩つくる額の３分の１の額という考え方でござ

います。

○山下委員 先ほど井上委員も言われたように、

すごくいい事業なんです。だけれど、３分の１

の補助で、あとの３分の２を新規の人が出して

やれるかというと、なかなか厳しいんです。あ

る部分、農業というのは怖い部分がある。なか

なか参入しにくいのは、私は初期投資の問題だ

と思うんです。

ですから、ここあたりをもっと拡充して入り

やすくしてやらないと、新規参入はふえないと

思うんです。ですから、そこあたりを。とにか

くこういう形までしてやらないと、なかなか農

業者はふえないと思います。いいことなので、

こういうものにはやっぱり予算を思い切ってつ

けていただく。こういう事業は、もっと多くやっ

ていただきたいなと思います。

それともう一つ、国庫事業の農業ハウスの強
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靱化緊急対策事業の9,600万円なんですけれど

も、これは国２分の１ですが、県の補助はない

んですか。

○菓子野農産園芸課長 本事業については、国

費のみで考えております。

○山下委員 私は、そこが一番問題だと思うん

です、宮崎県は。農業予算は、大体国が２分の

１つけて、それで終わりですということで、県

がやらないから市町村もやらないというのがほ

とんどです。

ですから、そこを何とか県も１割なり、２割

なりつけると、そのかわり市町村もつけろとい

うぐらいやってやらないと、やっぱり総額が大

きいから、なかなかやらない。熊本県や鹿児島

県はそんなことをやっています。ですから、宮

崎県も何とか予算どりをしていただいて、そう

いう産業を推進していくことは、私は大切なこ

とではないかと思いますので、これはもうお願

いしかありません。よろしくお願いしておきま

す。

○星原委員 きょう、それぞれ上がってきた事

業は、人口減少対策基金があるからこういう事

業をつくってきたのかなと思うんです。という

のは、事業名は変わっているけれど、これまで

いろんな形でやってきているわけです。やって

きていて、そこで今回、今まで足りなかった部

分をやろうとしているのか、こういう基金がで

きたからやろうとしているのか。私から見ると、

この対策で何人ぐらいの後継者をそれぞれの事

業の中で育てていこうと、育成していこうとし

ているのか、その辺が見えてこないと。ただ、

事業だけをやろうとしているのか。今、山下委

員も言われたけれど、農業をやるというのは非

常に危険も高いんです。ハウス園芸でも畜産で

も投資額が結構厳しいわけです。

そういう中で、事業に入っていこうとする人

はいろんな計算をすると思うんです。借金して

やるにしても何にしても、何年後かにはちゃん

とこういう形が出るんだというものが見えてこ

ないとなかなか厳しいんじゃないかなと、周り

を見ていて思うんです。ですから、やめていく

人は多いけれど、新たにということになると、

先代からいろんなものを引き継げる人はまだい

いんですが、新たに参入となると、非常に厳し

いんじゃないかなと。

だから、この事業でそういった人たちを育成

できるのかなと。いろんな形で出ているんです

が、聞きながらそう思ったんです。その辺をそ

れぞれの課で検討する際に、この事業で手をつ

ければどれぐらいの人が救える、あるいは、１

人でも２人でもふやせるんだけどなという思い

でこの事業が生まれているのかどうかを、まず

聞きたいんですけれど、どうなんですか。

○坊薗農政水産部長 今回、６月補正でお願い

していますのは、星原委員がおっしゃったよう

に、人口減少対策基金30億円を、県として準備

するということでございます。

我々、農政水産部としては、やっぱり人口減

少対策なので、この基金でどういう事業をする

かというところは、人をいかにふやすかという

ことを視点に置いて事業は組んできたつもりで

ございます。

おっしゃったように、今までやってきた中で

も同じような事業があるのではないかというの

も確かにあると思います。ただ、それだけでは

できなかったところがあったので、今回、それ

をより一歩踏み込んでやりたいということでし

ております。

例えば、150万円ずつの国の就農給付金がござ

いますけれど、それは、先ほど御説明しました
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ように親元就農ではなかなか対象にならないと

いうことがございますので、今、後継者が少な

いと言われている中で、その後継者をいかにふ

やすか、よそに行っている人を呼び戻すかとい

うところのインセンティブというか、呼び水に

なればということで、今回、100万円１回限りで

ございますけれど、事業化したところでござい

ます。

また、新規就農者であれば、どうしても初期

投資が大変だと思います。その初期投資をいか

に抑えるかというところで、リース等も含めて

やるんですけれど。それから、これであればハ

ウスを２反つくって経営ができますよというと

ころまでの相談から研修、そして、経営計画を

立てて、実際に経営を始めるという一連の流れ

で、できるだけ安心して入っていけるような仕

組みづくりを、今回、改めてつくったところで

ございます。外から呼び込むこと、それから、

今いる人たちを残すこと、出ていっている人を

もう一回呼び戻す、いろんな形を使いながら、

今回の事業で人をふやしていきたいと考えてい

ます。

○星原委員 そこで私が言いたいのは、要する

に物を生産する生産技術、畜産だったら豚や牛、

鶏を生産する、あるいは、園芸でも生産技術は

あると思うんです。

だから、農家所得をふやすためには、やっぱ

り前から言われている６次産業化の中で、いか

に加工をして付加価値をつけていくのか、そし

て、販路をどういうところに求めれば、農家の

所得がこれだけふえるんだという、そこが、ちゃ

んと連携をとれていないと、ただこういう事業

をやるだけで、果たしてこれで家族をちゃんと

養えるのかということになるわけです。

生産技術はあるんだけれども、つくったもの

をＪＡに預けて、そこで加工をちょっとして出

すだけだと、所得がふえるのかなと、これは厳

しいと思うんです。

やっぱり、こういう人をふやそうと思うのな

ら、所得がどれだけ確保できるというところが

ちゃんと見えてくれば、これだったらやれる、

やれないとか、これだったら投資してもいいと

いうのが見えてくるわけです。そこまでちゃん

とやるためには、加工技術も上げて、売り先も

しっかりしたところに高く売る、うまくこれが

回るような形でこういう事業をやっていかない

と、幾ら育成していても所得がふえなければ無

理なんです。

だから、そこを全体で考える形にいかに切り

かえていくか。この事業で人口減少を抑えられ

るかではなくて、本当にもうかる農業になって

くれば、誰がどうこう言わなくても、わかって

くれば参入していくわけです。

だけれど、そこをわからせる部分が何である

かを考えていかないと、私は厳しいのではない

かなと思うんですが、その辺はどう捉えたらい

いのですか。

○坊薗農政水産部長 本当に委員おっしゃると

おりで、農業をやろうという人はもうけないと

当然ふえないと思っていますので、そのもうけ

るということをいかにさせるか、稼げるように

するためにはどうするかということだと思って

います。

確かに、一つの手段として６次産業化、販売

先というのも大事だと思っていますが、まずは

生産をしないとというところがございまして、

今回の事業ではあくまでも生産というところを

視点に置いてやっております。

先ほどもありましたけれど、全然できない人

が宮崎に来て農業をやるといったときには、大
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体このくらいのお金が必要ですと、このくらい

のもうけが出ますよというところをやっぱり提

示しないといけないんだろうと思っています。

先ほどありました、「稼げる農」で呼び込む中

山間地域移住定着促進事業は、中山間地域であ

れば所得が300万円とか500万円必要だと思いま

すので、こういう経営をすればそれだけ稼げま

すよというところを、しっかりパッケージング

して提案をして、研修もしっかりさせていただ

いた上で就農していただくというような一連の

流れでやっていこうと思っています。

それから、平場であればハウス園芸、ピーマ

ン、それから、トマト、キュウリ、そして農協

が動かしてくれていますトレーニングハウスで

も、入ってきた人たちが研修をした上できちっ

とハウスをつくって、幾らの収益が上がって、

所得としてこれくらいになりますよという計算

をちゃんとした上で、その経営ができるだけの

研修をまずやって、次に就農させる。就農させ

るときに新たなハウスが必要なので、さっき申

しました中古ハウスをうまく活用していただい

たり、国の事業でリースをしたり、いろんな取

り組みをしながら、新しい人たちの支援をして

いこうと考えております。

済みません、委員おっしゃったような６次産

業化については、当然必要な話だと思いますが、

これについては今も市町村とかＪＡでやってお

ります。あと、公社のほうでも６次産業化の勉

強会をしておりますので、そういうところや既

存の事業とか取り組みをうまく活用しながら

しっかり支援をしていければと思っています。

○星原委員 もう一点聞きたいのは、それぞれ

の地域で畜産なら畜産で、あるいは園芸なら園

芸で成功している人たちがいるわけです。そう

いうところは、後継者が揃っています。生まれ

てくるんです、うまくいっていると。

だから、宮崎全体の力を上げるためには、Ｉ

ターン、Ｊターンの人たちなんかは、本当はそ

ういう畜産だったら畜産の成功しているところ

で研修を１年とか２年とか受けてもらって入っ

ていくとか、そういうことを何か今後考えてい

かないと。ただ、こういう事業があるからこれ

でどうだというだけではなくて、成功している

人たちにお願いして、こういうやり方をすれば

これぐらい年間に利益が生まれるんだと、そう

いう実証をしながら、３年なら３年の間、そこ

で指導料として幾らかそういう農家に支払って

もいいし、何かそういう試験的なことも今後考

えていって、育成していくためには、今までと

違うこともどこかに入れていかないと、こうい

う事業だけで本当に育成できるのかなと思うん

です。

それぞれの分野で成功している人たちが地域

にいるわけですから、そういうところに研修生

という形でもいいし、その間はこういう事業費

の中で面倒をある程度見て、技術なりいろんな

やり方を教わっていって、こういうやり方をや

ることで自分が規模拡大とかをやるときには、

これぐらいは投資しても何とかなるなという、

そういうものが生まれるようなことも。今後、

肥育でもいいし、豚でもいいし、鳥でも園芸で

もいい。そういうところにやりながら、本当に

長続きする、もう自分は一生これでやっていく

んだと思わせるような形に育てていかないと無

理なんじゃないかなという気がするんです。

そういう点も、今後検討していただいて、何

らかの取り上げ方をしてもらうと助かるなと思

うんですけれど、どうなんですか。

○坊薗農政水産部長 おっしゃるとおりで非常

に大事な視点だと思っています。
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事業の中では、さっき言ったトレーニングハ

ウスもありますし、農業大学校でやっている研

修施設もありますけれど、畜産の場合、なかな

かそういう施設がございませんので、農協が持っ

ている繁殖センターや肥育センターを活用する

のと、やっぱり篤農家の方、そういう方々にも

御協力いただきながら、今回仕組んだ事業をう

まく活用できる仕組みにしっかりして、考えて

いきたいと思いますのでよろしくお願いいたし

ます。

○佐藤委員 星原委員の関連ですが、例えば、

結構もうかっていてうまくいっている農家が規

模を拡大したい、そういうところに人手が必要

だと。そういう人たちのところに行って若者が

勉強したいと、そういうマッチングは現在も行

われているわけですよね。

○日髙農業経営支援課長 県内には農業経営指

導士ということで、86名の農家の方に知事から

委嘱をして、地域の青年農業者なり若い人たち

に直接指導していただくような制度も設けてお

ります。

○佐藤委員 それは限られた数だと思うんです

が、例えば事業は非常にうまくいっているけれ

ども、まだ後継者がいない。しかし、もう40代

で子供がいない、30年後はどうしたらいいのか

というような人たちもいるんです。

そういう人たちのところに研修生を入れる。

うまくいくかどうかは別として、また、別の人

も入れる。お見合や養子でもないですけれど、

そういうことを事業継承のためにする。いろい

ろ考え方あると思いますけれども、そういうこ

とをしながらその事業を譲り受けることができ

る、現在やっている人たちは安心して規模拡大

をしながら後継者が見つかるというようなこと

も、今後はかなり必要になってくるのではない

かと思うんですが、いかがでしょうか。

○日髙農業経営支援課長 まさに委員がおっ

しゃるようなことも、今後、考えていかなけれ

ばいけないと思っています。そのような中で、

先ほど申し上げました農業経営資源承継モデル

構築事業の中でも、有形資源の承継だけではな

くて、そういう篤農家の持っておられる技術な

り、経営ノウハウというところもあわせて継承

できるような仕組みも今後つくっていきたいと

思っておりますので、この事業をうまく活用さ

せていただいて、全県に広げられるように、私

どもとしてもしっかり取り組んでまいりたいと

思います。

○佐藤委員 すぐにでもそういう農家の人たち

がいるかどうかを把握して、そして、早目にそ

こにこういう人がいますよと、いろいろ教えて

くださいという方を入れていくという形にして

いかないと。今までは子供がいるからやってく

れでよかった。しかし、子供がいない、でも、

やる気のある人たちはいる。そこの調整を早目

にすることは非常に大事だと思います。という

のも、今やっている人たちのやる気もなくなっ

てきます。後継者もいない、子供が今後生まれ

る可能性も低い、もしくは、子供がいても帰っ

てくる可能性が低い、そういう人たちはたくさ

んいると思うんです。そういうのを、地域で把

握して相談する、こっちから行ってもいいと思

うんです。そして、どうしますかと。規模拡大

を考えているけれども、後継者いないのでとい

う場合もあるでしょうから、そういうことに力

を入れて、協力をしてバックアップをすると、

やる気を出してもう少しやってみようかと、生

産額もぐっとふえると思うんです。そして、後

継者もさらに勉強をするという形ができると思

うので、早目にそういう農家の方々を把握する。
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漁業も林業も一緒で、１次産業のそういう人た

ちの悩みがあるはずですから、そういうところ

を早目に救ってあげて、そういう流れにするの

がいいのかなと思いますので、よろしくお願い

します。

○大久津農政水産部次長（農政担当） 今、い

ろいろ委員おっしゃいましたように、これまで

新規参入とかにつきましては、県のほうでいろ

いろな形で呼び込んで、それを参入者とか企業

の希望でどこの地域がいいということで、そこ

であっせんというような形でしたけれども、今

回の補正の特徴としては、市町村みずからがそ

ういったところをしっかり整理しましょうと。

そして、その中でそういう人たちをしっかりマッ

チングさせる。参入者だけの希望ではなくて、

やはり市町村からうちの市町村では肉用牛が強

いんだとか、養鶏が強いんだとか、園芸が強い

んだとか、そういったところも知って、これだっ

たらもうかると。そういうところを主体的に市

町村にもしっかり施策の構築なり誘導をしてい

ただいて、そこに県が間に入ってやろうという

のが今回の企業参入にしても、山間地域の事業

にしても大きな特徴だと思っています。

そういうことで、県の団体とか公社も初めて

の取り組みになる部分もありますので、市町村

にしっかり周知して連携をとって、条件のいい

ところだけではなくて、山間地域等条件のよく

ないところにも、しっかり参入者とかいろんな

人たちが定着できるような形を、今後、しっか

り取り組んでいきたいと思っています。

○佐藤委員 ということは、その地域で後継者

がいないとか、子供はいるけれども跡を継ぐ人

が帰ってくる可能性が低いとか、そういう個別

の農家を現在、把握しているということですか。

○大久津農政水産部次長（農政担当） これま

では、地域内でそういった調整がされてきまし

たけれども、今後は新規参入、後継者だけでは

なくて、地域外に新しい人を求めていく必要が

あるということで、今後そういった情報を市町

村のいろんなところからもいただいて、それを

データベース化していきたいということで、佐

藤委員がおっしゃいましたようなところまで完

璧ではありませんので、それを今から充実させ

ていきたいと思っています。

○佐藤委員 いわゆる外から入りたい。いわゆ

る入るほうではなくて受け入れ側です。農家側

が把握できているということですか。

○花田畜産新生推進局長 今、次長が申しまし

たように全て完璧ではございませんけれども、

昨年は都城市の酪農家において第三者が就農し

たというケースもございますし、今、西臼杵で

も個別案件としてお子さんがいないと、ただ、

規模は大きいというようなことで進めている事

例もございます。

トータルで見ると、それぞれの事業がいっぱ

いあり過ぎて、これで何ができるのかと言われ

ますけれども、それぞれ個別の案件に応じた事

業を持ってきて、そういったものを支援してい

く体制をつくろうとしているという状況でござ

います。

○佐藤委員 わかりました。よろしくお願いし

ます。

○横田委員 スマート農業についてお尋ねしま

す。

もう随分古くなるんですけれど、例えばハウ

スの自動開閉、あれも一つのスマート農業じゃ

ないのかなと思うんですけれど。あれは、私が

まだ農協青年部の部長をしているときに、新富

の農家が携帯電話を使ってハウスの自動開閉を

するんだという話をされて、そんなことができ
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るんだろうかと正直びっくりしたんですけれど、

今当たり前に入っています。

まさにスマート農業でどれだけ農家の負担軽

減ができたかということを考えると、スマート

農業の大切さがすごくよくわかるんですけれど、

例えば、14ページのイメージのところに繁殖雌

牛の行動を遠隔監視すると書いてありますけれ

ど、もうこれは今当たり前にやっています。す

ごく大きな効果があるということで農家が使わ

れていると思うんですけれど、実際、今使われ

ているものを実証してもしようがないなとは思

うんです。

例えば左側にトラクターが載っていますが、

宮崎はまだ基盤整備のできていない田畑がいっ

ぱいありますけれど、そういう田畑でも自動運

転ができるのかとか、例えば家から勝手にトラ

クターが畑とかに行ってやってくれるのかとか、

畑まで持っていってからでないとできないのか

とか、それはもういろいろ将来の楽しみがある

んですけれど。だから、どういう農作業を実証

事業として考えておられるのかをちょっとお尋

ねしたいんですけれど。

○菓子野農産園芸課長 スマート農業というの

は、日進月歩でございまして、委員の御指摘の

とおり、トラクターについても有人監視でやる

もの、あとは自動でやるものといろいろありま

して、有人監視のほうは実際にもう現場で使っ

てもいい段階に来ていると。ただ、無人のほう

はもうしばらく時間がかかるだろうと、技術に

よってそういう段階があると理解しております。

その中で、今回、導入しようと考えているも

のについては、実際に使えるもの、例えば、こ

のトラクターにつきましても、自動ではなくて

有人監視で、初心者の方ですとトラクターを真っ

すぐ走らせることが難しかったり、あるいは、

肥料を50アール均質に散布するのも非常に難し

い。こういったものがＧＰＳ機能などがついて

いれば、従来のトラクターに後づけできて、し

かも均質にできる、真っすぐ走れる。こういう

ものは、実際に使える段階に来ています。

こういうものを今回の事業ではイメージして

おりまして、県内であまり入っていない、比較

的新しいものをイメージしております。

○横田委員 ということは、実際自分は運転し

ないんだけれど、ずっとついていなければいけ

ないということなんですね。

○菓子野農産園芸課長 トラクターにつきまし

ては、そうなります。実際に人が乗って、ハン

ドルはキープしていますけれども、機械のほう

で制御をして真っすぐ行くと、そういったもの

を想定しています。

○横田委員 例えば肥料をまく機械とかを導入

しないといけないと思うんですけれど、そうい

うことに対する支援というか、補助とかもある

んですか。

○菓子野農産園芸課長 機械としてはそういう

自動の散布機や収穫機といったものは対象にな

ると思います。ただ、今回は、例えば１軒の農

家の方が自分のところで導入したいというよう

なものではなくて、作業の受託ですとか、ある

いは、地域でまとまってそういう作業を受託す

るとか、そういったものを想定していまして、

ある程度、面的にインパクトがあるようなとこ

ろで実証していきたいと。

例えば、今、担い手が少ないということもあ

りますので、願わくばそういう受託の会社が新

しくできるとか、そういったところまで行ける

と、農業としてもその負担が減るので、できれ

ば、そういった受託会社等ができればありがた

いなとも思っています。
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○横田委員 わかりました。

先ほど言いました無人でトラクターが勝手に

動いてくれる、それができたらすごいなと思う

んですけれど、いずれにしてもこれから担い手

が少ない中で農業を維持させていこうと思った

ら、こういう技術導入は絶対必要だと思います

ので、できるだけ早くこれが広がっていくよう

に頑張っていただきたいと思います。

○星原委員 ９ページの農業外国人材確保対策

事業なんですけれど、人材確保対策でいいのか

どうかと、もう今は、農業だけではなくて、建

設業であれ、運送業であれ、どの産業でも県内

でも人手不足は言われていて、そういう中で、

この農業のほうにいかにそういう外国の人たち

をということになると思うんですけれど。

この送り出し国としてベトナム・ミャンマー

・中国・インドネシア等とあるんですが、受け

入れの部分はいろいろ考えているかもしれない

けれど、送り出し国への対応というのは、どう

いう人たちに当たってもらって、どういうふう

に捉えているのか、県としてもそれぞれのとこ

ろと何らかの連携とかいろんなことを考えてい

るのか。この辺については、この人材確保の面

から見たときに、どういう方法で受け入れをす

る、送り出しの国との関係はどういう取り組み

をされているんですか。

○日髙農業経営支援課長 まず、ベトナムでご

ざいますけれども、ベトナムにつきましては、

平成27年にナムディン省と技術提携の連携協定

を結んでおりまして、そういった関係が一つあ

るということと、あと、ベトナムの国立農業大

学という学生が３万人ほどいる大学があるんで

すけれども、今、学長をされておられる方が宮

崎大学に約７年ほど留学をされていた経験もあ

ると聞いておりますので、そういった関係を使

わせていただいて、いろんなお話を聞かせてい

ただいた上で、連携を強化をしていくようなこ

とを考えています。

あと、ミャンマーにつきましては、平成30年

に宮崎大学がミャンマーの教育省と大学間交流

協定を結んでおられますので、そういった関係

も活用させていただくことで、送り出し国との

関係の強化を図っていきたいと思っております。

○星原委員 そこでなんですが、宮崎大学とそ

ういう関係があってという話なんですけれど、

今さっき言ったように、どの産業でも、今、人

材が足りないということでいろんな取り組みを

している。県内だけではなくて、日本全体でも

人材が足りないということでいろんなことを

やっているわけです。

そうしたら、県内の農業関係でどれくらい足

りないのか。今、いろんな農業関係のところに

も外国から来ていますが、どれぐらい不足して

いるのか把握はされているんですか。

○日髙農業経営支援課長 具体的な数字は、ま

だ、なかなかつかめていないところもございま

すけれども、例えば、毎年行っている農業法人

の実態調査の中では、約200の法人で600名か

ら630名ぐらい労働力不足だというようなことも

わかっております。少なくともそういった面も

ございますので、人材確保という観点からも外

国人材の活用を進めてまいりたいと思っており

ます。

○星原委員 今の話だと200ぐらいの法人があっ

て、600名ぐらい足りないということだと、これ

からまだまだ不足する可能性はあります。送り

出す側にしても、全国で見たときにそんなにい

るわけではない。そうなってくると、県として

は、やはりこっちに来た人の育成もだけれども、

その送り出し国とのパイプ、今、宮崎大学の話
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もあったんですけれど、それ以外のパイプをい

かにつくっていくかということも今後考えてお

かないと手おくれになりそうな気がするわけで

す。

やっぱり、そういう国との関係の中で、今ま

では外国人観光客の誘客とかそんな話が出てい

ましたけれど、これからは、人材確保の面から

ベトナムであれ、ミャンマーであれ、インドネ

シアであれ、どこでもいいんですけれど、そう

いうことに向けてどういう取り組みをしていく

か、どうしていけば確保ができるのか、そうい

うことにも少し力を入れていかないと、60人足

りないぐらいならまだいいけれど、600人ぐらい

という話になってくると、これから３年後、５

年後にまだふえる可能性があるわけです。

だったら、どこの都道府県よりも先にそうい

う送り出し国とのルートの開拓に少し力を入れ

ていくべきではないかなと思ったところなんで

すけれど。

○日髙農業経営支援課長 委員がおっしゃると

おり、今後、そういった送り出し国との関係も

強化していくべきだと思っております。

先ほど私が申し上げたような関係も使いつつ、

あと、今、農業法人の実態調査の中でも50法人

ぐらいが約400名の外国人の方を雇用していると

いうことで、そのほとんどが県外の管理団体を

使って入ってきているというようなことも聞い

ております。

こういった管理団体の方々とも関係をつくら

せていただいて、そこを通じて、どうやればそ

ういった国と関係が築けるかというところも含

めて、しっかり取り組んでまいりたいというふ

うに思っています。

○山下委員 関連なんですけれど、これは技能

実習２号以降修了者ということで、今度のこの

外国人材確保対策事業をやられるんですが、も

うことしの４月に労働者を受け入れるというこ

とで法は改正されましたよね。しかし、農業部

門は農林水産省がしっかりしていなくてその受

け入れの方式をつくっていないから、まだこれ

は動いていないんですよね。これを早く動かし

てもらう。

今度、宮崎県はいろいろと語学の勉強も指導

しますよというものをつくりましたけれども、

そういうものがばっちりあって２号ぐらいまで

取りますと、５年だったものが、あと５年いれ

て10年いれるんです。そうしますと、今、星原

委員が心配されたようなことは解決する可能性

も出てくるんです。

そして、10年いると今度は永住権も出てくる

んです。５年が終わると、その次は奥さんも連

れてこられるんです。ですから、やっぱりそう

いう制度拡充は早くしていかないといけないの

かなと思います。

一般質問でも言いましたように、うちも10年

前から受け入れています。きのう、また２名来

たものですから、きょう歓迎会をやるんですけ

れど。ことしの６月に帰った人は、１カ月後に

また２号で来ます。ですから、そういうことで、

やっぱりここに書いてあるベトナム・ミャンマ

ー・インドネシアの皆さんは日本の外貨が稼ぎ

たいんです。

うちに３年いて帰ると、インドネシアの子な

んかは帰ってきれいな家を建てています。それ

くらい稼げるんです。

ですから、私はそういうものを拡充してやっ

て、ちゃんと勉強もさせて資格を取らせて、３

年の子を５年、５年の子を10年というような形

で仕事ができるような環境をつくってやること

も、一つ制度としてやらないといけないのかな
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と思います。

ぜひ、そのあたりを農林水産省に働きかけて

いただいて、一日も早くしていただく。そうす

ると、２号を使わなくて５年いますから、就労

できますと。その中で一生懸命勉強をして、い

ろんな資格を取らせると５年延ばせるので、そ

ういうことを一つやってほしいなと思います。

○日髙農業経営支援課長 委員のおっしゃると

おりで、特定技能につきましても法は施行され

ているのですが、詳細な部分といいますか、試

験につきましても、まだ、秋以降になるとか、

そういった情報もありますので、国からの情報

収集にも努めつつ、今、委員がおっしゃったよ

うなことについても要望してまいりたいと思い

ます。

○野﨑委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

○鈴木農政企画課長 常任委員会委員会の21ペ

ージをお開きください。

損害賠償額を定めたことについて専決処分を

行いましたので、御報告をさせていただきます。

事案は、県有車両、いわゆる公用車による交

通事故２件でございます。

１件目は、平成30年12月14日、延岡市北方町

早日渡巳175番地１、道の駅北方よっちみろ屋駐

車場におきまして、公用車の同乗者が助手席の

ドアを開けたところ、公用車の左側に駐車して

いた相手方の車の運転席側右前方に接触し損傷

をさせたものでございます。

原因は、安全確認が不十分であったことによ

るものでございます。

２件目は、平成31年３月11日、都城市下川東

４丁目18号１番地先路上において、赤信号のた

め停車したところ、その後、ブレーキの踏み込

みが不十分であったため、前方へ発進し、相手

方の車の後部に接触したものでございます。

原因は、ブレーキの踏み込みが不十分であっ

たこと及び前方不注意によるものでございます。

損害賠償額は、それぞれ６万1,897円と38

万5,000円でございますが、県が加入しておりま

す任意保険から全額支払われております。

交通安全につきましては、機会あるごとに職

員の意識高揚に努めておりますが、今後とも一

層の徹底が図られるよう、再発防止に向けまし

て厳しく指導してまいりたいと考えてございま

す。

続いて、22ページをごらんください。

平成30年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてでございます。

これは、平成30年度に議会において御承認い

ただきました繰越事業につきまして、繰越額が

確定しましたので、御報告を行うものでござい

ます。

表の一番下に記載しておりますとおり、農政

水産部全体で21事業、繰越額は94億6,761万6,000

円となっております。

繰り越しの主な理由といたしましては、国の

補正予算の関係等により、工期が不足すること

によるものや、事業主体におきまして事業が繰

り越しとなることなどによるものです。

次に、下段の平成30年度宮崎県事故繰越し繰

越計算書について御説明いたします。

この事業は、国の補正予算で平成29年度２月

補正予算で計上し、平成30年度に繰り越した事

業でございますが、事業主体におきまして年度

内の完了が困難となり事故繰越をしたものでご

ざいます。

繰越額は１億6,735万7,000円となっておりま
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す。

なお、繰越事業の執行につきましては、関係

機関との連携を図り、早期完了に努めてまいり

ます。

説明は以上でございます。

○野﨑委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

○星原委員 今の明許繰越の件なんですけれど、

国の予算関係で工期が不足というのがかなり出

ているのは、不調不落とかいろんな話も結構聞

くんですけれど、そういうことが起きているの

か。要するに業者の人たちがとらないというか、

とれないという話も結構聞いているんですけれ

ど、国の交付金の問題ということであれば、国

に対してこういうことでこれぐらいの工期が必

要なので、早く出してくれとかそういうことに

よるのかなと。

ただ、補正となっているので、国の補正を組

む時期でおくれているのかもしれないなとは思

うんですけれど、その辺はどういうふうに捉え

たらいいんですか。

○鈴木農政企画課長 やはり国の事業が補正で

来ることが原因の多くを占めていると我々も認

識しておりますし、折に触れて国に対しては要

望をさせていただいております。

特に、本年５月に知事が上京して国へ要望を

した際にも、例えば予算の事業であります産地

パワーアップ事業、畜産クラスター事業、そし

て、一般質問でもいただきました公共事業の部

分につきまして、やはり早期に、計画的に執行

できるように、国においても御配慮をいただき

たいことで要望をしてございます。

これからも引き続き粘り強い要望をしていき

たいと考えております。

○太田委員 同じところですが、事故繰越の主

な繰越理由については、事業主体において事業

が繰り越しとなることによるものということな

んですが、通常の繰り越しのところでも事業主

体においてということで、同じ文言の繰り越し

があるんですけれど、これは、同じ文言が使っ

てありますが、この事故繰越は、何か特殊な理

由があったんですか。

○谷之木畜産振興課長 一番下の事故繰越の案

件ですけれども、こちらは、畜舎の鉄骨をつな

ぎ合わせますハイテンションボルトというもの

が、ボルトの不足で調達に時間を要したことで

工期がおくれて事故繰越になったと、一番下の

事業につきましては３件ございまして、同じ理

由で事故繰越になったものでございます。

それから、畜産振興課で言いますと、明許繰

越のところの畜産振興課の欄の畜産競争力強化

整備事業、こちらのほうも同じ畜産クラスター

事業なんですけれども、こちらも先ほどと同じ

く先ほどのハイテンションボルトの調達に時間

を要したということで、繰り越しになっており

ます。

先ほどの、畜産振興課の事故繰越は、国の畜

産クラスター事業で事業期間が短く、それで明

許繰越をしたものがさらに先ほど申しましたハ

イテンションボルトの調達に期間を要して事故

繰越になったということでございます。

○鈴木農政企画課長 念のために私も確認をし

たんですけれども、主に会計の要望によるもの

だそうでして、明許費のほうの事業主体と書い

てあるところは、県が事業主体となるもの。事

故繰越のほうは、民間が事業主体で、いわゆる

県の間接補助のものについて事故繰越となって

いるもので、明許もそうですが、この用語を使

うこととなっているそうです。

○野﨑委員長 ほかにありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○愛甲農業連携推進課長 農業連携推進課でご

ざいます。

常任委員会資料の23ページをお開きください。

農畜水産物の輸出拡大に向けた取組方針の概

要についてでございます。

１の趣旨にありますように、農政水産部では、

少子高齢化の進展等による国内市場の縮小が懸

念される中、輸出による新たな市場の開拓や拡

大を図り、本県の農畜水産業の成長産業化や農

家所得の向上につなげていくため、３の特徴に

ありますように、これまでの輸出実績を踏まえ、

国や地域ごと並びに重点品目ごとに特性や課題

等を分析し、具体的な戦略を明確化した取組方

針を本年の５月に策定したところでございます。

本県の農畜水産物の輸出の現状につきまして

は、４のグラフにありますとおり、2017年度は46

億4,000万円となるなど、アジアを中心に順調な

伸びが見られますが、今後、さらなる輸出促進

を図るためには、５の課題と対応策にあります

とおり、輸出に挑戦するプレーヤーの育成や新

たな品目の創出に向けた産地づくりに加え、農

家所得に直結させる取り組みや新たな市場拡大

等への対応が必要になっております。

このため、次の24ページにありますとおり、

６の輸出先の国や地域ごとの戦略では、（１）の

表のとおり、これまでの国や地域ごとの輸出実

績や非関税障壁の状況等を踏まえ、取引の重要

度や難易度に応じて市場を４つに区分し、具体

的な国や地域を位置づけたところでございます。

あわせて、（２）の主な取り組みの方向性にあ

りますとおり、例えば最重要市場に位置づけた

①の香港に対しましては、主力品目の牛肉や養

殖ブリ、カンショのロットの拡大や価格競争力

を高めるための物流の効率化に取り組んでまい

ります。

また、②の台湾に対しましては、完熟キンカ

ンの本格的な輸出に向けて、残留農薬基準への

対応や春節の準備に間に合うように、年内出荷

を可能とするような輸出専用産地の育成を進め

てまいりたいと考えております。

さらに、③のアメリカに対しましては、牛肉

や茶などの輸送時間や輸送コストを吸収できる

品目の選定・推進等を目指すこととしておりま

す。

また、７の重点品目ごとの戦略につきまして

は、（１）にありますとおり、各品目ごとの輸出

実績に基づき主要品目と有望品目に区分し、主

要品目に牛肉や養殖ブリ、カンショ等を、有望

品目にキンカン、豚肉、鶏肉等を位置づけ、（２）

の主な取組の方向性にありますとおり、①の牛

肉では、最新鋭の食肉加工処理施設の稼働を契

機に、主要市場である香港、アメリカのロット

の拡大やＥＵへの対応強化等を、②の養殖ブリ

では、アメリカなどの新規市場の開拓や冷凍商

材の開発等を、③のカンショでは、ニーズの高

い品種の産地化や輸送中の腐敗対策の強化等を

進めていくこととしております。

このような取り組みを通しまして、８の成果

目標につきましては、2022年度の農畜水産物の

輸出額を81億4,000万円としたところでありま

す。

取組方針の概要につきましては、以上でござ

います。

続きまして、本年６月に公表しました平成30

年度の農畜水産物の輸出実績についてでござい

ます。

資料の25ページをお開きください。
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本県の平成30年度の輸出実績は、１の概要に

ありますとおり、金額ベースで見ますと、前年

比119％の55億4,000万円となり、過去最高額を

記録したところであります。

品目別輸出実績につきましては、２の表にあ

りますとおり、農・畜・水産物のいずれも堅調

に推移しております。

特に畜産物の牛肉につきましては、アメリカ

を初め、香港や台湾などを中心に着実に増加し

ており、輸出額全体の74％のシェアとなってい

るところです。

その他の特徴的な動きとしましては、水産物

の輸出額が大幅に増加しておりますけれども、

これは、養殖ブリのほかにアフリカ等へのサバ

の輸出が急増したことによるものでございます。

また、輸出先の国別実績につきましては、３

の表にありますとおり、台湾、シンガポールで

順調な伸びが見られており、アジア諸国で全体

の66％を占めております。

なお、26ページには、輸出促進に向けた各種

取り組みの写真を掲載しておりますけれども、

今後とも、先ほど説明いたしました取組方針を

もとに、さらなる輸出拡大に取り組んでまいり

たいと考えております。

○日髙農業経営支援課長 農業経営支援課です。

常任委員会資料の27ページをごらんください。

農地中間管理事業の実施状況等について御報

告します。

まず、平成30年度の農地中間管理事業の実績

についてです。

平成30年度は、農地中間管理機構を中心に、

関係機関等と連携して取り組んでまいりました

が、図１のとおり、転貸面積は、前年度を下回

る1,325ヘクタールとなり、その伸びは、全国的

な傾向と同様に鈍化しております。

一方、分散している農地を担い手等にまとめ

る再配分は、122ヘクタールと年々増加しており、

集約化は徐々に進んでいる状況でございます。

次に、表１の下から２段目の宮崎県の欄をご

らんください。

中ほどにあるとおり、事業が始まった平成26

年度から５年間の借入面積は、累計で5,942ヘク

タール、耕地面積当たりの割合は8.9％となり、

これは九州で２位、全国で13位となっておりま

す。

また、表１の右側にあるとおり、担い手への

農地集積率は48.7％となり、平成25年度より3.7

ポイントふえ、九州で３位、全国で15位となっ

ておりますが、令和５年度に集積率を80％とす

る目標の達成に向けてさらなる取り組みの強化

が求められております。

これまで本県では、全ての市町村で機構が活

用されてきましたが、話し合いの下地があり、

取り組みやすかった地域での推進が一巡した状

況にあることから、今後は新たな地域の掘り起

こし、露地園芸法人への個別推進、基盤整備や

産地振興対策と一体となった取り組みが必要と

考えております。

次に、資料の28ページをごらんください。

令和元年度の農地中間管理事業の取組方針に

ついてでございます。

本事業が始まって５年を経過し、国は事業の

見直しを行い、特に①人・農地プランの実質化

に向けた支援、②集積・集約化を促進する関連

制度の見直し、③機構の手続の簡素化等を掲げ

ており、これらを踏まえ、本県におきましては、

今年度の機構活用の目標面積を3,000ヘクタール

とし、引き続き、関係機関が一体となって、主

に以下の重点事項に取り組むこととしています。

まず、一つ目は、推進チームの活動の強化、
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地域の話し合いの活性化です。

機構駐在員を増員するなど、マンパワー向上

を図るとともに、市町村、農業委員会、ＪＡな

ど部門を超えた連携によるチーム活動の強化を

図ります。

また、農業委員会、農地利用適正化推進委員

による地域農業者の意向把握や、その結果を人

・農地プランなどの話し合いの活性化につなげ

る取り組みを支援します。

二つ目は、農地の集約化や基盤整備事業によ

る耕作条件の改善です。

担い手に、まとまった形で農地を効率よく利

用していただけるよう、シャッフル・再配分を

着実に推進するとともに、圃場整備等と農地の

集積を一体的に進め、担い手の皆さんが耕作し

やすい条件へと改善を図ります。

三つ目は、新たな制度や事業の活用でござい

ます。

５年後見直しによって簡素化される新たな仕

組みに円滑に対応できるようサポートします。

また、利用権の設定が困難だった相続未登記農

地の活用を促進したいと考えております。

説明は以上でございます。

○戸髙農業担い手対策室長 農業経営支援課農

業担い手対策室でございます。

常任委員会資料の29ページをお開きください。

新規就農者の確保・育成の状況について御報

告いたします。

表が３つございますが、まず、左上の新規就

農者の就農状況の表をごらんください。

近年、新規就農者は増加傾向にありまして、

表の右側の合計欄ですが、平成30年には402人と

昨年に引き続き400人を超える就農者数となりま

した。

その左側の列に内訳がございますが、自営就

農が164人、農業法人等への就農が238人となっ

ております。

また、下の表の経営類型別をごらんいただき

ますと、施設野菜や露地野菜、肉用牛での就農

が多くなっております。

次に、右の表の地域別をごらんいただきます

と、中部や児湯地域で100人以上と多くなってお

ります。

２の取組の内容をごらんください。

まず、（１）にありますように、多様なスキル

を持った人材を確保するため、首都圏や県内に

おいて就農相談会を開催するとともに、（２）に

ありますように、就農希望者が県内の農業法人

等において、数カ月間の就農研修を実施し、ス

ムーズなマッチングにつなげております。

さらに、30ページの（３）にありますように、

就農の意思を固めた者に対して、耕種部門では、

みやざき農業実践塾や県内各地に整備されてい

る就農トレーニング施設において、また、畜産

部門では、繁殖・肥育センター等での就業によ

り、技術の習得に取り組んでおります。

今後の対応につきましては、３の（１）にあ

りますように、農家子弟等の就農促進に向けて、

先ほど補正予算案で御説明しましたとおり、国

の次世代人材投資事業の交付対象とならない農

家子弟等の新規就農者に対し、経営開始資金を

交付する事業に取り組むとともに、（２）にあり

ますように、県内の就農トレーニング施設にお

いて、就農希望者の育成が円滑に図られるよう、

施設運営者と連携し、就農相談会において研修

制度等の情報発信を行います。

また、（３）にありますように、株式会社マイ

ナビと締結した連携協定をもとに、双方の有す

る施設等を活用した情報発信を行うとともに、

マイナビが開発する人材確保・育成システムの
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活用に取り組みます。

さらに、（４）にありますように、就農希望者

や新規就農者に関する相談から研修、就農、定

着までの情報を一元管理できるデータベースシ

ステムを本年度から運用を開始しており、今後、

関係機関・団体と情報共有体制を充実させ、新

規就農者のさらなる確保と育成に取り組んでま

いりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○盛永農村整備課長 農村整備課でございます。

常任委員会資料の31ページをお開きください。

防災重点ため池の再選定について御説明いた

します。

１の経緯にありますように、平成30年７月豪

雨で西日本を中心に多くのため池が決壊し、防

災重点ため池ではない小規模なため池で甚大な

被害が生じたことから、平成30年11月、防災重

点ため池の新たな選定基準が農林水産省から示

され、全国で今年５月をめどに再選定が実施さ

れたところでございます。

本県におきましても、県が市町村と調整を行

いながら点線囲みの選定基準をもとに再選定を

実施いたしました。

再選定の結果は、２にありますとおり、農業

用ため池の総数は663箇所、防災重点ため池は420

箇所となりました。

右側のページの表をごらんください。

市町村別の内訳を示しております。県内で

は、20の市町に農業用ため池がありまして、そ

のうち約４割、また、防災重点ため池について

も約半数が宮崎市に位置しております。

左側のページに戻っていただきまして、３の

今後の取組についてですが、①の今年度早急に

実施する取り組みとして、防災重点ため池の名

称、位置を示しましたため池マップ、氾濫解析

に基づく浸水想定区域図、また、今後５カ年程

度の補強対策工事の計画を示しました宮崎県た

め池対策実施計画を作成いたします。

②の優先順位をつけて順次実施する取り組み

としまして、緊急時の避難経路や避難場所を示

しましたハザードマップの作成や、先ほど御説

明しました、宮崎県ため池対策実施計画に基づ

きまして、豪雨及び地震に対するため池の機能

維持に必要な補強対策工事を実施してまいりま

す。

なお、この補強対策工事につきましては、平

成30年度から国の防災・減災、国土強靱化のた

めの３か年緊急対策による臨時・特別の措置予

算を活用しまして、例年より予算を増額して実

施しております。

右側のページの４、その他をごらんください。

農業用水の供給機能を確保しつつ、決壊によ

る被害を防止することを目的とする、農業用た

め池の管理及び保全に関する法律が本年７月に

施行される予定となっております。

法律施行後は、全ての農業用ため池の届け出

や特定農業用ため池の指定など、県及び市町村

が相互に連携を図りながら、農業用ため池の適

正な管理及び保全に関する施策を講ずることと

しております。

説明は以上でございます。

○野﨑委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項についての質疑はありませんか。

○佐藤委員 23ページですが、５の課題と対応

策の課題に輸出に挑戦するプレーヤーの育成と

ありますけれども、このプレーヤーの育成とは

どういう内容ですか。

○愛甲農業連携推進課長 輸出に挑戦するプレ

ーヤーの育成でございますけれども、私どもが

考えているのは、県内にいろんな業者さんがお
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られますが、その方々がいろいろ生産する中で、

もう一押しすれば輸出に取り組めるという方々

もいらっしゃるんですけれども、どうしても知

識とか経験がないということで、そういう人た

ちに対していろんな形で支援をして、第一歩が

踏み出せるようにしていきたいと思っていると

ころです。

○佐藤委員 わかりました。

現在、輸出をしている業者はどのくらいある

んですか。いま一つ輸出できていないというこ

とで、新たなプレーヤーを育成するということ

ですけれど、現在、輸出できている業者は、Ｊ

Ａとかそういうところなのか、それとも個人の

企業なのか、そしてどのような規模なのか、全

体像がよくわからないんですけれど。

○愛甲農業連携推進課長 品目別の具体的な数

はちょっと把握しかねているんですけれども、

一応、私どもが実績を取りまとめるときには、

関係機関、団体等を通して、その各分野の事業

者を紹介していただきまして、そこに聞き取り

調査をさせていただいております。ですから、

その数字になってくるのかなとは思っておりま

す。

県内で輸出に取り組む産地ということで御報

告したいと思いますけれども、平成23年度から

平成30年度までの８カ年で、県内では18産地が

取り組んでおります。

品目別の内訳としましては、耕種部門が14産

地、そのうち野菜が８産地、果樹が３産地、花

卉が２産地、お茶が１産地となっています。そ

れから、畜産部門におきましては、４産地とい

うことで、和牛１産地、豚肉１産地、鶏卵２産

地となっております。

○佐藤委員 輸出は、業者が個々にやっている

んですか。

○愛甲農業連携推進課長 今の数字は、当課の

事業を活用したＪＡ、あるいはＪＡの生産部会

を指しておりますので、全てを指しているわけ

ではございません。

○佐藤委員 それぞれ輸出は行われていて、こ

こに出ているのは全体の数字ということですね。

それぞれまでは把握していないが、輸出は行わ

れていると、把握できないほどの企業が輸出し

ているという捉え方でいいのかな。

○愛甲農業連携推進課長 全てを把握している

かと言われると、そこまでは把握できていると

は言えないとは思っておりますが、それぞれの

分野でいろいろと情報をいただいておりますの

で、大宗はつかんでいるのではないかなと思っ

ているところです。

○佐藤委員 わかりました。

輸出拡大を推進する、挑戦するプレーヤーを

育成するということでありますので、どこにど

ういう業者がいるのかはもちろん把握されてい

るんでしょうけれども、挑戦しようとしている

業者をまずは把握しなければ、もしくは、現在、

輸出している業者がどういう業者なのか把握さ

れていると思ったので質問したところです。

○星原委員 関連してなんですが、46億4,000万

円で過去最高だと掲げてあるんですけれど、九

州各県の売り上げと比較しないと、何か、さも

宮崎県がかなり売り上げたみたいに考えてしま

うんですが。せめて九州各県がどれぐらい海外

に向けて輸出をしているのか、そういうものと

比較しながらでないと、ただ、46億4,000万円と

いう数字だけでは、何とも納得しがたいところ

があるんですけれど、それはどうなんですか。

○愛甲農業連携推進課長 各県の情報もいろい

ろ探っているところなんですけれども、それぞ

れの県で調査の仕方とかも違うので一概に言え
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ないところがございます。ただ、委員がおっしゃ

るように、じゃあ、私どもの県の数字が本当に

多いのか、少ないのか、そういったものはちゃ

んと分析する必要があると思っております。

国が同じように30年度の実績を取りまとめて

おりまして、それと比較するのが一番いいのか

なとは思っております。ただ、国のほうは加工

品や林産物、そういったものも全て捉えた数字

になっておりますので、それらを省いた形であ

らあらではあるんですけれども、こちらのほう

で数字を調整してみたところ、30年度の本県の

実績が、割合からすると1.5％から２％ぐらいに

なるのかなと内々では分析したところでござい

ます。

○星原委員 なぜ、そういうことを聞くかとい

うと、多分、人口減少が進む中では、これから

どの都道府県もやっぱり海外を目指していくだ

ろうと思うんです。そういう中で、宮崎県は産

出額で行くと第５位ぐらいですが、海外に向け

ても、その範囲内のところで済んでいるのか、

済んでいないのかということと、この46億4,000

万円で宮崎がそんなに先を走っているようには

思えないものですから、やっぱり、進んでいる

ところとの違いを比較して、今後どうするのか

というのが一つ。もう一つはやっぱり海外に持っ

ていくと、それだけ輸送コストとかいろんなも

のがかかりますが、農家の人たちの取り分とい

うか利益はちゃんとあるのかどうか、それはど

ういうふうに捉えたらいいんですか。

○愛甲農業連携推進課長 まず、今後どうする

のかということでございますけれども、輸出実

績をいろいろと分析してみますと、本県では牛

肉が全体の４分の３ぐらいを占めております。

次いで、養殖ブリ、そして、カンショという形

になるんですけれども、この３品目で全体の９

割近くを占めるような状況になっております。

ですから、本県が今後輸出額をどんどんふや

していこうとすれば、やっぱり新たな品目を開

発していかないといけないと思っております。

それと、輸出専用の産地もつくっていく必要

があるのではないかなと思っておりまして、そ

ういった取り組みについて先ほど取組方針の説

明をさせていただきましたけれども、対象とな

る国とか、あるいは品目、そういったものの特

徴等をいろいろ分析しながら、今後検討をさせ

ていただきたいと思っております。

○星原委員 そこでなんですが、牛肉が４分の

３も占めているということになってくると、主

流はそういうところになると思うんですけれど、

香港であれ、どこであれ、国内の競争と同じこ

とを外国でもしているわけです。宮崎牛だとか、

どこ牛だとか、いろんな形で競争しても、向こ

うに行ったときは和牛という形になっているわ

けで、やっぱりそういうことを考えたときに、

各県ではなくて国の政策として考えてもらわな

いと農家の所得はふえない、高く売れないと思

うんです。国内競争と同じことをやっていたら、

輸送コストからいっても大変になってくるわけ

で、そうではなくて、Ａ５なら幾らとか、宮崎

県は今月幾らとか価格が統制されてやるならい

いんですけれど、今みたいに自由競争で向こう

のバイヤーの人たちが宮崎県は幾ら、大分県は

幾ら、長崎県は幾らだとかと言われると、下げ

ていかざるを得なくなってくる部分も出てくる

わけです。

そんなことをやっていたら、結局、外国まで

持っていっても、いいところはなくなってくる

わけです。ですから、やっぱり外国に売るとき

には、本当は農林水産省あたりが統制をして、

どれだけのものをどれだけとか、相手が欲しがっ



- 55 -

令和元年６月19日(水)

ているものに価格を決めて輸出とか、何らかの

形を考えていかないと、各都道府県が勝手に持っ

ていって値段を競らされてやっていたら、本当

に利益が出てくるのかなと私は思うんです。

やっぱり、そういうことも考えて今後取り組

まないと、ただ宮崎からいくら買ってくれとか

言われるだけで、果たしていいのかどうかと。

これは私もわかりませんけれど、そういうこと

をやっていて、本当に日本の農業とか宮崎の農

業を守れるのかちょっと疑問なので、その辺の

検討とか議論とか、あるいは国に向けてそうい

う話をするということはないんですか。

○愛甲農業連携推進課長 価格の設定等につい

ては、自由競争の中での話になるでしょうから、

こちらから委員がおっしゃるようなことをお願

いしても、なかなか通るような感じはしないん

ですけれども、ただ、委員がおっしゃるように、

輸出をすることでしっかり稼いでいく必要はあ

ると思っています。

価格競争に負けて、輸出はしたけれども損を

してしまったということにならないように、我

々も例えば輸送コストであるとか、品質保持対

策であるとか、あるいは、一定量のロットをしっ

かり安定供給できるような体制づくりであると

か、そういったことをやりながら、取引先としっ

かり連携をしながら安定価格に取り組んでいき

たいと思っております。

○谷之木畜産振興課長 今、説明のありました

輸出量の多い牛肉なんですけれども、委員がおっ

しゃるように、確かに価格競争とか、産地間競

争になってはせっかく持っていっている意味が

なくなりますので、これまで宮崎県の場合は輸

出業者としっかりタッグを組んでおります。例

えば、アメリカであればその地域で宮崎牛を行

政と経団連等の生産側、それと輸出業者でしっ

かりタッグを組んで売り込んで、ネームバリュ

ーを上げて、しっかりとした価格で売っていた

だくように、今、取り組んでいるところでござ

います。

おかげさまで量としても、平成30年度の全国

の輸出量が3,560トンなんですけれども、宮崎県

産の牛肉は470トンということで、大体13％が宮

崎県産となっております。そこは、しっかり価

格競争にならないように、そして、アカデミー

ショーのアフターパーティーだったり、それか

ら、イチロー選手に買っていただいているといっ

たこともしっかりＰＲに加えて、外国の方々に

もよさをわかっていただいて買っていただくと、

そういう取り組みを進めようと思っております。

○星原委員 売り方も今後工夫しないと、単に

肉卸に持っていくだけではなく、１頭なら１頭

がどれだけになるか。だから、その１頭全部を

食える、売れる、そういう形のものにするため

にはどうするかとか、そういうところまで研究

していかないと。単純に肉の価格だけで競争と

いうのでは、今後、私は厳しいと思うので、宮

崎の牛は１頭で幾らになって、それをそれぞれ

の部位で分けていって、トータルでちゃんと農

家に還元されるように。さっき言った加工技術

と一緒で、加工の仕方、カットの仕方なんかを

しっかりして売っていくような、やっぱり売り

方を研究してやっていただきたいなと思うんで

す。

そういうところで活路を見出していかないと

ちょっと厳しいのかなと。まだ、松阪牛とか神

戸牛のようには高く売れないので、そっちのほ

うの研究とかにも取り組んでほしいなと思いま

す。よろしくお願いしておきます。

○横田委員 牛肉の輸出ですけれど、先日、ミ

ヤチクの都農工場がＥＵ向けの新工場としてオ
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ープンしたわけですけれど、ＥＵへの輸出に対

する見通しをちょっと教えてください。

○谷之木畜産振興課長 ３月末に都農の新しい

工場が竣工しまして、現在、ＥＵの認定に向け

て手続を進めているところでございます。

県のほうからは、厚生労働省に対して６月14

日付で認定の申請書を提出して、６月17日に受

理をされたところでございます。

今後の手続につきましては、厚生労働省など

の現地調査を受けまして、その後、改善等必要

な措置がある場合は、その対応をした上で厚生

労働省のほうから認定に関してＥＵ側に通知を

していただく予定となっております。

ＥＵ側に通知ができましたら、その後、ＥＵ

のほうで施設を認めたということで、ＥＵ側の

ホームページにミヤチクの都農工場が掲載され

ると、そこでもう承認ということになるという

ことで、準備のほうは着実に進んでいる状況で

ございます。

○横田委員 今、枝肉はマルキンが発動してい

る状況です。宮崎県は、よその県と比べると発

動金額は少ないと。ということは、ミヤチクが

頑張って買ってくれているという裏づけだと思

うんですけれど、ミヤチクが一生懸命輸出に力

を入れて、輸出で稼いでくれているから、それ

が枝肉を買ってくれることにつながっているの

かなと。

だから、農家所得に直結と書いてあるけれど、

間接的に農家にそれが行っているのかなという

ふうにも思うんです。ですから、やっぱり、ミ

ヤチクが、ミヤチクだけじゃなくてもいいんで

すけれど、輸出を頑張ってくれて、しっかりと

利益を確保してくれることが農家の所得にもつ

ながると思いますので、ぜひ、ヨーロッパも含

めてさらに頑張っていただければと思います。

○佐藤委員 先ほど牛肉の全国の輸出量は3,560

トンでそのうち宮崎牛は470トン、40億円という

ことで、単純計算でいいのかわかりませんがキ

ロ当たり8,500円という計算。宮崎県の輸出量は

全国の中でどのくらいの順位なのか。神戸牛は

どうなのか、松阪牛はどうなのか、佐賀はどう

なのかというのはわかりますか。

例えば杉生産は179万立方で28年連続日本一で

すが、宮崎牛の輸出量は国内でどの位置で来て

いるのかがもしわかれば教えてください。

○愛甲農業連携推進課長 申しわけございませ

ん。その数字はつかんでおりません。

○谷之木畜産振興課長 都道府県ごとの輸出量

は公表されておりませんので、我々も宮崎県の

牛肉が行っている屠畜場やミヤチクといったと

ころから数字をいただいて、集計しているもの

ですから、ほかの県の数字がないので宮崎県が

何位ということはちょっと把握できておりませ

ん。

○佐藤委員 他県もそういう把握はできていな

いんですか。

○谷之木畜産振興課長 それぞれの県によって

数値の捉え方が恐らく違いますので、それぞれ

の県が発表しているものだけになるのかなと思

います。

○佐藤委員 多いんですよね、宮崎県は。少な

いのか、多いのか、多いほうですよね。

○花田畜産新生推進局長 今、申し上げました

ように公表はしておりませんし、飼養頭数とし

ては鹿児島県のほうが多いです。また、処理工

場も多いというようなことで、今の量的に言え

ば、鹿児島県に比べますとかなり少のうござい

ます。

ただ、価格的には、先ほど横田委員からござ

いましたように、マルキン情報を見ますと、済
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みません、うちの県はマルキン発動しておりま

せん。ということは、農家に収益があるという

ことで、しっかり海外にも決して安売りはしな

いという方針でやっておりますので、そういっ

た取り組みが県内の農家への還元にもつながっ

ていると考えております。

○佐藤委員 できれば、全国の例えば隣の鹿児

島県はどのくらいの量を出して幾らの売り上げ

だと、宮崎県は鹿児島県よりも輸出のトン数は

少ないけれども、実は金額は高いんですよと。

高い値段で肉は売れていますよとかそういう情

報があると、生産農家としても自信を持てるだ

ろうし、そういう情報が今までないというのが

私としてはびっくりなんですが、今後、そうい

う調査は必要ですよね。

○花田畜産新生推進局長 なかなか情報公開し

てくれないのが実情でございますけれども、鹿

児島県の新聞等を見て、鹿児島は100億あったと

かという情報はしっかり仕入れております。全

国の輸出協議会等もございますので、今後そう

いったところで意見交換ができるのかどうか。

なかなかこういったところは、各県出してこな

いものですから厳しくはございますけれども、

情報はしっかり捉えていきながら進めていきた

いと思っております。

○佐藤委員 農林水産省あたりはそういうとこ

ろは求めていないんですか。

○花田畜産新生推進局長 先ほど星原委員から

もありましたけれども、そういったオールジャ

パンで売っていこうということで、和牛のイベ

ントとかを一体的にやろうというような取り組

みは、今、少しずつではございますけれどもやっ

ています。

○佐藤委員 いずれはわかると思うんです。ま

た、全国の数量はわかっているわけですから、

わからないとおかしいと思うんです。この全国

の数量がわかったということは全部調べたわけ

でしょうから。他県がどのくらい出しているの

か、どのくらいの金額なのかがわかるとありが

たいかなと思います。

○大久津農政水産部次長（農政担当） しつこ

いでしょうけれど、貿易統計で出すんですけれ

ども、各地域の税関等の統計でわかりますが、

牛肉の場合、輸出認定工場が、先ほど言いまし

た鹿児島にあるとか、宮崎に２つあるとか、そ

ういった地域でバランスがあります。そこから

出た数字になりますので、きのうも新聞に出ま

したけれども、神戸牛だったら鹿児島県に持っ

ていって出されているということで、数字があ

ちらのカウントになってしまいますので、産地

の仕分けというのがどうしても統計上は出ない

と。各県が努力してデータを集めた上で、先ほ

ど局長が申し上げましたように、各県がお互い

にデータを持ち寄りましょうということができ

れば可能性はあると思いますが、今の段階では

そういう産地ごとのデータが税関等では出ない

ということで、難しい状況でございます。

また今後、工夫とかいろいろ国にもお伺いを

立てて行きたいと思います。

○佐藤委員 流通量が見えないところがあるん

だなというのがわかりましたが、できるだけ明

らかにする必要があるだろうと思います。

牛というのは、全て１頭、１頭に数字を打っ

て、この牛はどこにということまで生産者側は

わかるわけですから、わからなくなるのはどう

なのかなと思います。

○井上委員 この農畜水産物の輸出拡大に向け

た取組方針に、品目ごとの実績が書いてあるん

ですが、品目によっては格段に伸びているわけ

です。牛肉と養殖ブリの伸びもすごいんですけ
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れど、特にお茶がすごく伸びているんです。私

がミラノに行ったときに、宮崎のブースでもう

とてもおしゃれにお茶が出てきたんです。シャ

ンパングラスでお茶が出てきて、非常にいい感

じでお茶が振る舞われていました。このお茶が

これだけ伸びたのはどういう理由なんですか。

○愛甲農業連携推進課長 お茶が伸びた理由で

すけれども、外国では有機栽培茶のニーズが非

常に高いと。食の安全とか、あるいは健康志向

というのが非常に強くて、本県から輸出してい

るお茶の大宗が有機栽培茶になっております。

ですから、今後そういう有機栽培茶の輸出を

目指すのであれば、有機栽培茶にシフトしてい

くような指導も必要かなとは思っております。

○井上委員 産地は宮崎県内のどこになるんで

すか。

○愛甲農業連携推進課長 今のところは個別の

対応となっておりまして、例えば農協単位の茶

部会でやるとかそういうレベルにはなかなか

なっておりません。

個別で有機栽培を始めた方々が取引先として

輸出を選んでいるという状況でございます。

○井上委員 個別でこれだけ伸びるんだったら、

やっぱり戦略的に考えて行くべきではないのか

なと思います。日本のお茶は本当に喜ばれると

思うんです。

だから、そこをちょっとした工夫と、それか

ら販売ベースをどうつくり上げていくか、それ

をやっていただけるといいなと。せっかくなの

でこれがもっともっと伸びるといいなと思うん

ですけれど。

○愛甲農業連携推進課長 県としても、委員が

おっしゃるように、お茶の今後の販売先として、

外国、輸出というのは大きな市場だと思ってい

ます。ただ、有機栽培茶になると、技術面が非

常に難しいということで、いろいろそういう有

機に向けた取り組みにこれから少し力を入れよ

うということで、県でも有機栽培茶研究会や有

機栽培研究会を立ち上げて、メンバーを募って

いろいろと研究活動を始めたところでございま

す。そういった中で有機茶の拡大に取り組んで

いけたらと思っております。

○井上委員 実際、椎葉で育てたお茶が熊本県

で有機として売られているんです。だから、そ

ういうのも非常にもったいないと思うんです。

私どもも熊本県の販売している場所に行ってみ

るんですけれど、大方が椎葉の茶なんです。

でも、それはすごくいいお茶になっているん

です。紅茶にまでされているわけですけれども。

せっかく宮崎のお茶はいいお茶なので、ぜひ期

待していますので、よろしくお願いします。

○図師副委員長 今の井上委員の意見にも関連

するんですが、今後、オーガニックの伸びはやっ

ぱり海外の市場ではもう十分視野に入れなくて

はいけないということと、あと、アメリカを初

め、ＧＡＰや有機ＪＡＳの認証が必要な国も多

々ありますので、やはり、その取り組みを推進

していくこと。実は、環境森林部のほうで出た

んですが、今後、下刈りの作業の省力化でヘリ

で除草剤を散布すると。まだ試験的に始まった

ばかりなんですけれども、こことのバランスと

いいますか、一方では推進しながら、一方では

ブレーキをかけてしまうようなことにならなけ

ればいいなという危惧があるんですけれども、

そのあたりで何か部局間で連携をとっていくよ

うな流れはあるんでしょうか。

○愛甲農業連携推進課長 今現在、部局間での

調整というのはしておりません。ただ、副委員

長がおっしゃるように、そういう取り組みにつ

いては個人でできるような話ではなく、地域の
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協力があって初めてできるような取り組みでご

ざいますので、また機会がありましたら、そう

いうところでの議論をさせていただきたいと

思っております。

○野﨑委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、以上をもって農政水

産部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでございました。

暫時休憩いたします。

午後３時34分休憩

午後３時41分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

採決についてでありますが、委員会の日程の

最終日に行うこととなっておりますので、あさっ

て行うこととし、再開時刻を13時としたいと思

いますがよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 ないようですので、本日の委員

会を終わります。

午後３時41分散会
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午後０時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 野 﨑 幸 士

副 委 員 長 図 師 博 規

委 員 星 原 透

委 員 横 田 照 夫

委 員 山 下 寿

委 員 佐 藤 雅 洋

委 員 太 田 清 海

委 員 井 上 紀代子

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課副主幹 前 野 陽 子

議事課主任主事 渡 邊 大 介

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案につきまして、賛否も含め、御意見をお

願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、議案の採決を行いま

す。議案につきましては、議案ごとがよろしい

でしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、第９号及び第16号について、原

案のとおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号、第９号及び第16号については、原

案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目として、特に御要望等はあり

ませんか。

暫時休憩いたします。

午後０時59分休憩

午後０時59分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 次に、閉会中の継続調査につい

てお諮りいたします。

環境対策及び農林水産業振興対策に関する調

査につきましては、引き続き閉会中の継続調査

としたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時０分休憩

午後１時２分再開

○野﨑委員長 委員会を再開いたします。

７月25日の閉会中の委員会につきましては、

先ほどのとおり、正副委員長に御一任いただく

ことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、そのようにします。

次に、県外調査の調査先につきましては、正

副委員長に御一任いただくことで御異議ありま

せんか。

令和元年６月21日(金)
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○野﨑委員長 何もないようですので、以上で

委員会を終了いたします。

午後１時３分閉会



署 名

環境農林水産常任委員会委員長 野 﨑 幸 士


